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業務実績等報告書様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

 

 中長期目標（中長期計

画） 

年度評価 項目別

調書№ 

備考 

 R5

年度 

R6 

年度  

R7 

年度 

（自己評価） 

R8 

年度 

 

R9 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

 

  R5

年度 

 

R6 

年度  

R7 

年度 

（自己評価） 

R8 

年度 

 

R9 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

 

 Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 １．分野横断的な研究

の推進等 A A （A）     Ⅰ-1 

   業務運営の効率化に

関する目標を達成す

るためにとるべき措置 
B B （B）     Ⅱ  

２．船舶に係る技術及

びこれを活用した海洋

の利用等に係る技術に

関する研究開発等 

A A （A）     Ⅰ-2  

   

         

３．港湾、航路、海岸及

び飛行場等に係る技術

に関する研究開発等 
A A （A）     Ⅰ-3  

 Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

４．電子航法に関する

研究開発等 
A A （A）     Ⅰ-4  

  財務内容の改善に関

する目標を達成する

ためにとるべき措置 
B B （B）     Ⅲ  

５．研究開発成果の社

会への還元 

 
S A （A）     Ⅰ-5  

   

         

６．戦略的な国際活動

の推進 A A （A）     Ⅰ-6  

 Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項 

 

 

 
         

  その他業務運営に関

する重要事項 B B （B）     Ⅳ  

 

          

   

         

※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ 分野横断的な研究の推進等 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】 統合を機に新たに構築する体制の下、分野横断的な研

究を効率的かつ効果的に実施し、国土交通省の政策実現に大きく貢献

していくことが期待されているため。 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度  R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 

分野横断的研究の実施数 － 4 5 6              

分野横断的研究に従事する職員

数 

－ 21 24 33             
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究所は、海洋の利

用推進や運輸産業の国

際競争力の強化等の政

策について、 第 1期に

引き続き分野横断的な

研究を効率的かつ効果

的に実施し、その実現

に大 きく貢献していくこ

とが期待されている。  

各分野の技術シーズ

や専門的な知見を応用

し、国土交通省の政策

の実現に大きく貢献して

いくことを目的とした、以

下の研究開発を推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋の利用推進、我が

国産業の国際競争力強

化といったテーマは、海

上技術安全 研究所、港

湾空港技術研究所及び

電子航法研究所の３研

究所が保有する技術と

知見 を効果的にかつ最

大限に活用して取り組む

べき政策課題である。こ

のため、３研究 所の研

究領域にまたがる分野

横断的な研究を効率的

かつ効果的に実施し、そ

の政策 の実現に貢献す

る。 そこで、安全・安心

社会の構築に貢献すべ

く、船舶、港湾、空港、ほ

か陸上物流に 関連した

ビッグデータを活用し、

災害時等を想定したシミ

ュレーションを行うこと 

で自治体等の利用を念

頭に置きながら効果的な

研究開発を実施する。 

また、今後益々発展が

期待される再生可能エ

ネルギー関連施設の促

進に関連し、 特に進展

の目覚ましい洋上風力

発電施設を対象とした初

期計画、施工、運用時の

保 守点検等に関連した

総合的研究開発を実施

する。 それに加え、海洋

環境保全の観点から重

海洋の利用推進、我

が国産業の国際競争力

強化といったテーマは、

海上技術安全研究所、

港湾空港技術研究所及

び電子航法研究所の３

研究所が保有する技術

と知見を効果的にかつ

最大限に活用して取り組

むべき政策課題である。

このため、３研究所の研

究領域にまたがる分野

横断的な研究を効率的

かつ効果的に実施し、そ

の政策の実現に貢献す

る。そこで、安全・安心社

会の構築に貢献すべく、

船舶、港湾、空港、ほか

陸上物流に関連したビッ

グデータを活用し、災害

時等を想定したシミュレ

ーションを行うことで自治

体等の利用を念頭に置

きながら効果的な研究

開発を実施する。また、

今後益々発展が期待さ

れる再生可能エネルギ

ー関連施設の促進に関

連し、特に進展の目覚ま

しい洋上風力発電施設

を対象とした初期計画、

施工、運用時の保守点

検等に関連した総合的

研究開発を実施する。 

それに加え、海洋環境保

全の観点から重要とな

 

１．評価軸 

○各分野の専門的知

見を活用して分野横

断的研究を推進し、

成果を創出したか。 

 

２．評価指標 

○研究開発等に係る

具体的な取組及び

成果の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）分野横断的な研究の推進 

  

〇災害時輸送シミュレータの開発  

 水害救助シミュレータは、自治体のハザードマップや人口分布

データ等を入力条件として分析を行うことで、地域ごとの救助活

動の状況やボトルネックを明らかにすることが可能となる。令和

7年度は、これまでの基礎データの整理等をもとにシミュレータを

完成させ、実際に関心のある自治体（岡山県倉敷市真備町）の

地域を対象にシミュレーションを行い、ハザードマップ等を基にし

た分析を実施した。分析は、救助にかかる時間、避難所への人

の集中度合い、救助困難エリア等について行った。その結果、近

隣自治体の避難所を活用することで効率的な救助につながる可

能性が見い出された。  

各種表彰の受賞：1件  

 

〇浮体式洋上風力発電施設の安全評価手法等の確立のための調

査研究  

 

〈評定と根拠〉 

評定：Ａ 

 

根拠： 

年度計画は一部未達であるが概ね

全て達成していることに加え、分野横断

的研究においては新たな研究企画を開

始したことで 6件の研究を実施してお

り、社会実装や実用化に向けた実績及

び国土交通省の政策実現への貢献と

いった優れた成果を創出した等、３研究

所の統合効果を発揮し、期待された以

上の顕著な成果を挙げたため。   

令和 7年度の特筆すべき事項は、以

下のとおり。 

 

 

（１）分野横断的な研究の推進 

  

○災害時輸送シミュレータの開発にお

いては、水害救助シミュレータを完成さ

せて、実際に関心のある自治体の地域

を対象にシミュレーションを行い、分析

を実施した。災害救助シミュレーション

に関する研究の多くは単一の輸送手段

による救助に限定されているが、本研

究は、複数の輸送手段による救助を同

時に評価しており新規性がある。さらに

複数のシナリオによる水害の救助状況

を再現しており独創性がある。本研究

では、土木学会論文賞を受賞した。  

  

〇浮体式洋上風力発電施設の安全評

価手法等の確立のための調査研究で

は、洋上風力発電設備の安全性と経済

評定  
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- 船舶、港湾、空港、ほ

か陸上物流に関連した

ビッグデータを活用した

地震・ 津波や高潮・高

波等による大規模災害

時の輸送シミュレータ等

災害防止・被 害最小化

方策に関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 再生可能エネルギー

関連施設の主軸と見込

まれる洋上風力発電施

設の計画、 施工、保守

点検等の高度化に関す

る研究開発 

 

 

 

要となる、海上での衝

突、座礁時の船舶事 故

時等の際に環境汚染で

問題となる搭載油を効率

的・効果的に回収し、環

境汚染を 最小限にとど

めるための研究開発が

必要とされている。 これ

らの分野横断的な研究

課題について、３研究所

が連携し、効率的かつ効

果的 に実施する。 具体

的には、以下の研究開

発を進める。  

①安全・安心社会の実

現に向けたビッグデータ

を活用した地震・津波、

高潮・高波等による大規

模災害時の輸送シミュレ

ータ等災害防止・被害最

小化方策に関する研究

開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

②再生可能エネルギー

関連施設促進に関連し、

洋上風力発電施設の計

画・施工、保守点検等の

高度化に関する研究開

発 

  

 

 

る、海上での衝突、座礁

時の船舶事故時等の際

に環境汚染で問題となる

搭載油を効率的・効果的

に回収し、環境汚染を最

小限にとどめるための研

究開発が必要とされてい

る。これらの分野横断的

な研究課題について、３

研究所が連携し、効率的

かつ効果的に実施する。

このため、以下の研究を

進める。  

 

①安全・安心社会の実

現に向けたビッグデータ

を活用した地震・津波、

高潮・高波等による大規

模災害時の輸送シミュレ

ータ等災害防止・被害最

小化方策に関する研究

開発  

－安全・安心社会の構

築に貢献すべく、船舶、

港湾、空港、ほか輸送に

関連したビッグデータを

活用しながら、地震・水

害等における救助・避難

に関する水害救助シミュ

レータの開発を行う。  

②再生可能エネルギー

関連施設促進に関連し、

洋上風力発電施設の計

画・施工、保守点検等の

高度化に関する研究開

発  

－今後益々発展が期待

される再生可能エネルギ

ー関連施設の促進に関

 洋上風力発電設備 1基を対象として、安全性と経済性を統合

的に評価する分析フレームワーク（リスクモデル）を構築し、鋼製

浮体及びコンクリート製浮体への適用を行った。入力データとな

る故障率については、鋼製浮体には海技研の知見を、コンクリー

ト製浮体には港空研の知見をそれぞれ活用して設定することで、

機関間の専門性を相互補完する形でデータ基盤を整備した。こ

の結果、 コンクリート製浮体のコスト優位性を評価できるなど、

O&M（運用保守管理）段階における洋上風力発電設備のリスク

を定量的に評価する手法を確立した。    

外部資金の獲得：2件  

査読付き国際会議論文：2編 

  

〇洋上風力発電施設の防食システムの検査方法に関する研究  

  UEP（海中電界）センサを取り付けた装置を 360°回転させて

測定を行う手法を開発した。この技術を用い、実港湾構造物にお

いて防食電流密度の深度方向の分布を測定したところ、防食電

流密度のベクトル量の測定が可能になることを確認した。 また、

潜水士による測定に加え、水中ロボット(ROV)による測定を実施

した。 

 

 

 

 

 

 

〇海難事故等における油流出・回収及び処理効率向上技術の開

発  

 実用化に向けた油回収システムの実験について令和 8年 2月

に実施する計画であったが、研究担当者の急逝により実現に至

らなかった。また、民間サルベージ会社との打合せを実施し、強

い関心を示して貰った。 令和 6年度までに実施した実験結果を

レビューした上で、可視化計測で使用する光源の有効性を精査

し、油水分離過程における油滴の微細化挙動について今後の計

測方針を定めた。また、油水分離過程における気泡計の計測に

ついて外部機関と協議し、計測方針を検討した。  

外部資金の獲得：1件  

 

 

〇小型波浪ブイを用いた洋上精密測位  

性を統合的に評価する分析フレームワ

ーク（リスクモデル）を構築し、鋼製浮体

及びコンクリート製浮体への適用を行っ

た。これは、リスク評価とモニタリング等

を活用した抽出検査手法の導入可能

性を検討したもので、検査の省力化・省

人化に寄与する。  

   

 

 

 

 

〇洋上風力発電施設の防食システム

の検査方法に関する研究については、 

UEP（海中電界）センサを取り付けた装

置を 360°回転させて測定を行う手法

を開発し、この装置を用いて港湾構造

物における防食電流密度のベクトル量

の測定が可能になることを確認した。ま

た、潜水士による測定に加え、水中ロ

ボット(ROV)による測定を実施した。こ

のような非接触・遠隔操作型の検査手

法は、将来的な検査の省力化・省人化

への寄与が期待できる。  

  

○海難事故等における油流出・回収及

び処理効率向上技術の開発では、実

用化に向けた油回収システムの実験が

実現に至らなかったものの、可視化計

測で使用する光源の有効性を精査する

ことで、油水分離過程における油滴の

微細化挙動について次年度の計測方

針を決定した。本研究は、バルクヒーテ

ィング法などの従来手法の問題点を克

服する画期的な沈船からの油回収シス

テムの提案するもので、海洋環境保全

に大きく貢献する。  
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- 海洋環境保全に関連

し、船舶事故時等に環

境汚染で問題となる油

の回収等、 環境汚染

防止に寄与する研究開

発 

 

また、これら以外の新た

な分野横断的な研究テ

ーマの模索や検討も継

続的に行 う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③海洋環境保全に関連

し、船舶事故時等で問題

となる油の回収等環境

汚染防止に寄与する研

究開発  

 

 

上記の研究テーマを通じ

て、我が国の運輸・海事

産業の国際競争力を強

化しつつ、 さらに、当該

テーマ以外の分野横断

的な研究テーマについて

も、模索や検討を継続 

的に行い、新たな研究テ

ーマの確立と実施を目

指す。 

 

連し、実海域実証を想定

した洋上風力発電施設

における、リスク評価に

基づいた合理的な検査

手法検討のためのリスク

モデルの開発を行う。  

③海洋環境保全に関連

し、船舶事故時等で問題

となる油の回収等、環境

汚染防止に寄与する研

究開発  

－環境汚染を最小限に

とどめ、海上での船舶の

衝突、座礁等で問題とな

る搭載油を回収し、処理

効率を向上させるため、

エジェクターによる高粘

度油の流動促進の検討

などに取り組む。  

上記の研究テーマに

加え、これまで精密測位

が困難であった洋上に

おいて安定的な精密測

位が可能となる小型波

浪ブイの研究開発を通じ

て、我が国の運輸・海事

産業の国際競争力を強

化しつつ、さらに探索的

あるいは芽生え期の研

究の推進を行う。また、

共通基盤となる技術の

活用を支援する３研勉強

会等の活動を実施して、

引き続き当該テーマ以外

の分野横断的な研究テ

ーマでの新たなシーズ発

掘に努める。 

 

 

 基本的なブイの設計を踏襲し、新しい受信機と安価で軽量な加

速度計を組み込んだ新型観測システムを構築した。17時間の連

続観測が実施できるようになり、 CLAS（センチメータ級測位補

強サービス）測位でほぼ 100%の Fix率を記録した。これにより、

小型波浪ブイに搭載でき、精密測位が可能な受信品質、長期間

連続稼働ができる受信機を製作できた。また、港空研の波崎海

洋研究施設でブイによる観測実験を行った。この実験で、アンテ

ナ高を適切な高さにすることで、高波浪時でもほぼ 100%の Fix

率を達成し、海面上でも十分な強度で衛星信号を受信すること

が可能となった。  

外部資金の獲得：1件（新規採択）  

 

〇コンテナターミナルにおける本船動静の不確実性を考慮した荷

役機械の運用計画立案に関する調査（萌芽的研究）  

 港湾運営者 2者（博多港、阪神港）にヒアリング調査を実施し

て、現場ニーズがあると考えられる研究開発課題として、機械学

習による外来シャーシの搬出入予測、本船動静の不確実性の分

析や予測に着目した。また、現地調査から得られた研究開発課

題における国内外の研究開発状況に関する文献調査を実施し、

海上輸送の所要時間等の分析や予測技術、港湾における荷役

機械の運用における最適化技術等の動向を調べ、調査結果を

取りまとめた。研究事例や製品事例は存在するが、国内におけ

る研究蓄積が少なく、日本の港湾への適用性を考慮した研究が

必要になると結論づけた。  

外部資金の獲得：1件（新規採択）  

  

〇その他の分野横断的な研究テーマの確立に向けた取組  

 うみそら研内での分野横断的研究の新規テーマの発掘や、萌

芽的連携推進研究課題の創出、実施課題のさらなる推進を図る

ため分野横断的研究推進会議を定期的に開催した。分野横断

的研究の主要課題と位置づけられた洋上風力発電をはじめ、

「内部特別予算活用型分野横断的研究課題」に採択された研究

項目の進捗報告や、次年度の継続に向けた課題ごとの研究計

画について、本推進会議にて審議を行った。その結果、引き続

き、浮体式洋上風力発電施設の安全評価手法等の確立のため

の調査研究、洋上風力発電施設の防食システムの検査方法に

関する研究、海難事故等における油流出・回収及び処理効率向

上技術の開発、小型波浪ブイを用いた洋上精密測位を実施する

こととした。また、新たな連携推進研究課題として、災害時輸送シ

○小型波浪ブイを用いた洋上精密測位

では、基本的なブイの設計を踏襲し、新

しい受信機と安価で軽量な加速度計を

組み込んだ新型観測システムを構築し

た。また、港空研の波崎海洋研究施設

でブイによる観測実験を行い、アンテナ

高を適切な高さにすることで、高波浪時

の海面上でも十分な精度の測位を実現

可能にした。本研究では、外部資金（科

研費）を新規に獲得した。  

  

○コンテナターミナルにおける本船動

静の不確実性を考慮した荷役機械の

運用計画立案に関する調査（萌芽的研

究）では、港湾運営者にヒアリング調査

を実施して、現場ニーズがあると考えら

れる研究開発課題を抽出した。また、

国内外の研究開発状況に関する文献

調査を実施した。対象とする課題では、

国内における研究蓄積が少なく、日本

の港湾への適用性を考慮した研究が

必要になると結論づけた。本研究で

は、外部資金（科研費）を新規に獲得し

た。  

  

 ○分野横断的な研究の発掘促進を目

的に設立された、分野横断的推進会議

を定期的に開催し、連携研究項目の選

定と所内研究予算の充当など、分野横

断研究の推進強化が図られた。新規に

連携推進研究課題「災害時輸送シミュ

レータの利用に関する調査」、「 LPWA

（省電力広域無線通信）による衝突防

止・協調操船システムの開発」及び萌

芽的連携推進研究課題「屈折率整合材

料を用いた地盤内流場の可視化に関

する研究」、「海洋曝露試験場における

環境／腐食速度モニタリングによる腐

食要因分析」を開始することとした。  
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ミュレータの利用に関する調査、LPWA（省電力広域無線通信）に

よる衝突防止・協調操船システムの開発、萌芽的連携推進研究

課題として、屈折率整合材料を用いた地盤内流場の可視化に関

する研究、海洋曝露試験場における環境／腐食速度モニタリン

グによる腐食要因分析にも着手することとした。  

 また、3研の研究内容の把握による連携促進や連携研究の進

捗管理を目的として、3研究所での連携勉強会を定期的に行うと

ともに、研究所ごとに主催する研究計画評価委員会や外部向け

の研究発表会において、相互の参加や発表を通じた研究情報の

共有に努めた。さらに、連携研究の進捗を管理するために「研究

の連携案件調査票」を定期的（年 2回）に更新し、研究所内で共

有することにより、継続中の研究項目の実施状況の把握や、新

たな連携課題の発掘のためのデータベース化を図った。3研の

各研究者情報を共有するため、3研の全ての研究員に対して、

引き続きリサーチマップへの情報登録を推奨した。  

 うみそら研では、港湾や空港での防災・減災、海上・航空輸送

を活用した災害対応･復旧、洋上での効率的な油回収技術、実

験施設を利用した評価・検証など、災害対応に応用可能なテー

マに幅広く取り組んでいる。令和 7年度は、防災・減災意識の向

上や技術の普及が迅速な災害対応に寄与することを目的に、防

災冊子「防災・減災に関連した技術研究開発への取り組み」を発

行した。この冊子では、うみそら研が取り組んでいる代表的な技

術研究開発として、係留施設の利用可否判断、防災・減災現場

でのドローンの安全な活用、災害シミュレータの開発を取り上げ

て紹介した。 

 共通基盤技術の確立や新たな分野横

断的な研究開発テーマの検討に資する

ため、うみそら研勉強会（2回）、ミニ勉

強会（3回）による 3研究所間での研究

成果の水平展開の継続に努めるととも

に、交通モード連携の可能性検討のた

め、他研究所との研究交流を進めてい

る。  

 また、防災・減災意識の向上や技術

の普及が迅速な災害対応に寄与するこ

とを目的に、うみそら研が進めている代

表的な技術研究開発を紹介した防災冊

子「防災・減災に関連した技術研究開

発への取り組み」を発行した。これは、

連携研究の成果を社会全体に広く還元

する取り組みである。  

  

以上の様に、分野横断的な研究の推進

については、研究を着実に実施してい

ると共に、新しい連携研究も継続的に

立ち上げるとともに、連携研究成果の

社会還元といった取り組みも行ってお

り、継続的、発展的に十分な成果を挙

げていると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

  

４．その他参考情報 

特になし 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 船舶に係る技術及びこれを活用した海洋の利用等に係る技術に関する研究開発等 

関連する政策・施策   当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

  

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】我が国の海上輸送の安全の確保等のための技術的課題

の解決は、国土交通省の政策目標実現に不可欠であるため。 

  

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

  

 

２．主要な経年データ 

  主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

    基準値等 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度  R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 

科学雑誌掲載論文数 － 52編 36編 45編     予算額（千円） 3,585,860 3,595,993 3,613,933     

査読付き国際会議論文数 － 34編 31編 57編     決算額（千円） 4,118,834 4,576,411 5,716,340     

科学雑誌掲載論文・査読付き国

際会議論文の被引用数 
－ 762回 987回 1,147回     

経常費用（千円） 3,862,294 4,375,211 4,135,966     

各種表彰の受賞件数 － 10件 11件 9件     経常利益（千円） -17,607 -139,496 654,205     

重点的に取り組むまたは実用に

資する研究実施件数 
－ 10件 10件 10件     

行政コスト（千円） 3,989,913 4,501,692 4,280,514     

  基礎研究の実施数 － 17件 15件 11件     従事人員数 197 名 197 名 191 名     

 国際連携活動数 － 7件 7件 7件              

注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は各年 4 月 1 日現在の役職員数。 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

  中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

国土交通省は、海

上輸送の安全の確

保、海事分野の脱・

低炭素化の実現、浮

体式洋上風力発電

施設をはじめとする

海洋関連技術の開

発等に取り組むとと

もに、海事産業のＤ

Ｘの推進等、国際競

争力を強化するため

中長期目標に掲げら

れた研究開発課題で

ある海上輸送の安全

の確保、海洋環境の保

全、海洋の開発、海上

輸送を支える基盤的技

術開発等に対する適

切な成果を創出し、国

土交通省が推進する

政策に技術的に貢献

するため、本中長期目

標期間においては、次

中長期目標に掲げられた研究開発課題であ

る海上輸送の安全の確保、海洋環境の保全、

海洋の開発、海上輸送を支える基盤的技術開

発等に対する適切な成果を創出し、国土交通

省が推進する政策に技術的に貢献するため、

本中長期目標期間においては、次に記載する

研究に重点的に取り組むこととする。これらに

取り組むにあたっては、研究開発成果の社会

実装が強く求められていることも踏まえ、国の

政策とともに民間ニーズ等を踏まえたものとな

るよう適切な対応を図ることとする。 

１．主な評価軸 

○成果・取組が国の

方針や社会のニー

ズに適合し、社会

的価値（安全・安心

の確保、環境負荷

の低減脱・低炭素

化の実現、国家プ

ロジェクト海洋開発

への貢献、海事産

業の競争力強化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞評定：A 

  

根拠： 

年度計画は全て達成しており、研究開

発成果の最大化に向けた顕著な成果の創

出や、将来的な成果の創出の期待が認め

られる。有識者から構成される外部評価委

員会の委員より、各評価軸に沿った評価を

受けたところ、令和７年度の特筆すべき事

項は、以下のとおり。 

  

評定  
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の政策を推進してい

る。 

研究所は、このよ

うな国土交通省の政

策における技術的課

題への対応や関係

機関への技術支援

等のため、次の研究

開発課題について、

重点的に取り組むこ

ととする。 

さらに、独創的ま

たは先進的な発想

に基づき、研究所の

新たな研究成果を創

出する可能性を有す

る萌芽的研究に対し

ては、先見性と機動

性を持って的確に対

応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）海上輸送の安全

の確保 

に記載する研究に重点

的に取り組むこととす

る。これらに取り組むに

あたっては、研究開発

成果の社会実装が強く

求められていることも

踏まえ、国の政策とと

もに民間ニーズ等を踏

まえたものとなるよう適

切な対応を図ることと

する。 

また、これら重点的

に取り組む研究開発課

題以外のものであって

も、本中長期目標期間

中の海事行政を取り巻

く環境変化により、喫

緊の政策課題として対

応すべきものがある場

合は、重点的に取り組

む研究開発課題と同様

に取り組むこととする。 

さらに、独創的また

は先進的な発想に基

づき、研究所の新たな

研究成果を創出する可

能性を有する萌芽的研

究についても、先見性

と機動性をもって的確

に対応するとともに、研

究ポテンシャルの維

持・向上、海事分野で

の新たなシーズの創生

を図るための取組を行

う。 

 

（１）海上輸送の安全の

確保 

また、これら重点的に取り組む研究開発課題

以外のものであっても、本中長期目標期間中の

海事行政を取り巻く環境変化により、喫緊の政

策課題として対応すべきものがある場合は、重

点的に取り組む研究開発課題と同様に取り組

むこととする。 

さらに、独創的または先進的な発想に基づ

き、研究所の新たな研究成果を創出する可能

性を有する萌芽的研究についても、先見性と機

動性をもって的確に対応するとともに、研究ポ

テンシャルの維持・向上、海事分野での新たな

シーズの創生を図るための取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）海上輸送の安全の確保 

海難事故の削減、事故時の影響最小化等を

図ることにより、海上輸送における安心・安全を

等）の創出に貢献

するものであるか。 

 

○成果・取組の科学

的意義（新規性、

発展性、一般性

等）が、十分に大き

いか。 

 

○成果が期待された

時期に創出されて

いるか。 

 

○成果が国際的な水

準に照らして十分

大きな意義があり、

国際競争力の向上

につながるもので

あるか。 

 

○萌芽的研究につい

て、先見性と機動

性を持って対応し

ているか。 

 

２．評価指標 

○ 研究開発等に係

る具体的な取組及

び成果の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）海上輸送の安全の確保 

〇今後運用が目前にある自動運航船舶の安

全性確保として、UML（Unified Modeling 

なお、予算額と決算額のかい離の主な

要因については、受託事業等が予定を上

回ったことであり、積極的な業務運営を図

ったものと考える。 

  

 

（国の方針・社会的観点） 

〇海上輸送の安全の確保において、自動

運航船に関するリスク解析手法の構築

や、自動避航アルゴリズムの安全性評

価技術の確立は、社会的要請と合致し

た重要な成果である。特に，国内初の自

動運航船の船舶検査証書交付や、海事

局による安全基準・検査方法への反映

に貢献した点は、成果の社会実装という

観点から極めて意義深い。 

〇海洋の開発において、ウィンドファーム

建造に必要な関連作業船の毎年の必要

隻数と建造隻数を算出するなど、今後の

関連設備の実用化に不可欠な研究が実

施されており、研究の取組意義は極め

て大きい。 

〇海上輸送を支える基盤的な技術開発に

おいて、成長戦略（DX・AI）と整合、かつ

災害対応・物流最適化など社会課題に

対応し、経済安全保障や国土強靭化に

寄与している。これらはデジタル技術を

活用した海事産業の技術革新の促進と

それによる国際競争力強化に資するも

のであり、社会的要請に対応した重要な

取り組みである。 

 

（科学的観点） 

〇海上輸送の安全の確保において、自動

運航技術の実用化に関しては、リスク解

析・安全評価、避航アルゴリズムに関す

る学術論文発表、関連特許取得や産業

界とのコラボレーションなど、学術実用
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海難事故の原因

分析・再発防止と社

会合理性のある安

全規制の構築による

安全・安心社会の実

現及び国際ルール

形成への戦略的な

関与を通じた海事産

業の国際競争力の

強化に資するため、

自動運航船やゼロエ

ミッション船等の次

世代船舶の安全性

評価手法、自動操

船・操船支援に係る

技術の高度化に関

する研究開発や、海

難事故等の再現技

術や評価手法、これ

らを通じた適切な再

発防止策の立案等

に関する研究開発に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海難事故の削減、事

故時の影響最小化等

を図ることにより、海上

輸送における安心・安

全を適切に確保するこ

とが社会から要請され

ており、不断に取り組

む必要がある。その一

方、国際海事機関（ＩＭ

Ｏ）における技術的合

理性のない安全規制

の導入に対しては、技

術的な知見を基に、社

会的負担とのバランス

を確保した適切な安全

規制体系の構築を図る

必要がある。また、自

動運航船やゼロエミッ

ション船をはじめとする

次世代船舶の安全性

評価手法、自動操船・

操船支援に係る技術

の高度化など、船舶の

安全性向上に係る技

術開発成果を背景とし

て我が国が国際ルー

ル策定を主導すること

は、安心・安全社会の

実現とともに我が国海

事産業の国際競争力

強化の観点から重要で

ある。 

さらに、海難事故の

高度な再現技術の確

立等により、発生原因

を正確に解明し、事故

の適切な評価を行い、

適切な再発防止技術

を開発することは、海

適切に確保することが社会から要請されてお

り、不断に取り組む必要がある。その一方、国

際海事機関（ＩＭＯ）における技術的合理性のな

い安全規制の導入に対しては、技術的な知見

を基に、社会的負担とのバランスを確保した適

切な安全規制体系の構築を図る必要がある。 

また、自動運航船やゼロエミッション船をはじ

めとする次世代船舶の安全性評価手法、自動

操船・操船支援に係る技術の高度化など、船舶

の安全性向上に係る技術開発成果を背景とし

て我が国が国際ルール策定を主導することは、

安心・安全社会の実現とともに我が国海事産業

の国際競争力強化の観点から重要である。 

さらに、海難事故の高度な再現技術の確立

等により、発生原因を正確に解明し、事故の適

切な評価を行い、適切な再発防止技術を開発

することは、海難事故の削減のため不可欠であ

る。 

このため、以下の研究開発を進める。 

 

①次世代船舶等の安全性評価・リスク解析手

法及び自動操船・操船支援技術の高度化並び

に船体構造評価技術に関する研究開発 

－海難事故の原因分析・再発防止と社会合理

性のある安全規制の構築による安全・安心

社会の実現及び国際ルール形成への戦略

的な関与を通じた海事産業の国際競争力の

強化を目標に、研究開発の推進を図る。 

本年度は、デジタル基盤を活用した安全運航

の監視支援技術に関する研究、自動運航船

の実現に向けた避航操船及び離着桟操船を

対象とした安全評価技術に関する研究、建造

精度を考慮可能な全船荷重・構造解析並び

に強度評価一貫システムの開発を行う。等 

②海難事故等の再現技術や評価手法に関する

研究開発等 

－事故再現シミュレーションツールの高度化、

事故簡易推定手法の検討及び開発、海難事

故 DBシステム構築および拡充を行う。等 

Language）を応用したシステムモデリング手

法等を用いて、自動運航船全体（船橋及び

機関室）をリスク解析(HAZID)する手法を構

築し、国内初の自動運航船の船舶検査証

書交付に貢献した 

〇総合シミュレーションシステムを用いた自動

避航アルゴリズムの安全性評価手法を確

立し、海事局が策定した自動運航船の安全

基準・検査方法に反映された（令和 7年 6

月 30日「船舶検査心得」「船舶検査の方

法」改訂）。また、日本財団の無人運航船プ

ロジェクト MEGURI2040の実証船評価にお

いて操船シミュレータを用いた専門家評価

の実施及び事業者の評価指標算出を技術

的に支援した 

〇科学雑誌掲載等論文 9編、査読付き国際

会議論文 7編、日本船舶海洋工学会論文

賞等、各種表彰を 8件受賞、特許出願:1

件、プログラム登録 8件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の両面にインパクトの大きな成果が得ら

れていると考える。 

〇海洋の開発において、水中完結型の複

数 AUV協調群制御技術や AUV海中ド

ッキング制御技術は何れも挑戦的かつ

革新的な研究であり、今後の更なる進

展が期待される。 

〇海上輸送を支える基盤的な技術開発に

おいて、DX造船所の実現に向け、極め

て新規性の高い研究を行い適切な成果

が得られている。特に配管艤装品の取り

付けシミュレーションは世界的にも先行

取組事例は限られたものと認識されるテ

ーマである。今後の新燃料適用船など

の建造合理化検討では必須となる課題

であり、先見性も高く評価できる。 

 

（時間的観点） 

〇海洋環境の保全において、実船モニタリ

ングデータ解析プログラム、船舶のライ

フサイクル燃費評価プログラム及び船体

形状・船体性能簡易推定プログラムにつ

いての API (Application Programming 

Interface)化を行い、利用者のニーズを

受け、対外リリースし、各社システムとの

連携を可能として、研究成果の社会実

装を行っている点など、発展性や一般性

を高く評価できる。 

〇海洋の開発において、最近のイラン情勢

も考慮すれば、再生可能エネルギーの

実用化に資する研究の重要性は広く認

識されるものであり、海底レアアース開

発に資する研究も社会からの要請が大

きいものである。これらに関する研究で

有用な成果を得ており、高く評価できる。 

〇海上輸送を支える基盤的な技術開発に

おいて、DX造船所をはじめとしたシミュ

レーションや最適化技術の蓄積は、国の

戦略分野である造船所に直接的に貢献
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（２）海洋環境の保全 

船舶による環境負

荷の大幅な低減と社

会合理性を兼ね備

えた環境規制の実

現及び国際ルール

形成への戦略的な

関与を通じた海事産

業の国際競争力の

強化に資するため、

水素・アンモニア等

のゼロエミッション燃

料の燃焼解析技術

を始めとする温室効

果ガス削減技術の

高度化及び実海域

における実船性能向

上に関する研究開

発、並びに船舶の運

航時における環境負

荷低減に資する基

盤的技術及び環境

影響評価手法等に

難事故の削減のため

不可欠である。 

このため、以下の研

究開発を進める。 

①次世代船舶等の安

全性評価・リスク解析

手法及び自動操船・操

船支援技術の高度化

並びに船体構造評価

技術に関する研究開

発 

②海難事故等の再現

技術や評価手法に関

する研究開発等 

 

（２）海洋環境の保全 

国際海運における

2050 年カーボンニュ

ートラルの実現や内航

海運におけるカーボン

ニュートラルの推進に

向けて、水素、アンモニ

ア等のゼロエミッション

燃料船等の開発・実用

化、安全基準の策定等

環境整備が求められて

いる。また、温室効果

ガス削減以外にも、船

舶に起因する環境負

荷の低減に資する技

術開発は、不断に行う

必要がある。加えて、

環境負荷低減に係る

技術開発成果を背景と

して国際ルール策定を

主導することは、地球

環境問題解決への貢

献とともに我が国海事

産業の国際競争力強

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）海洋環境の保全 

国際海運における 2050年カーボンニュート

ラルの実現や内航海運におけるカーボンニュー

トラルの推進に向けて、水素、アンモニア等の

ゼロエミッション燃料船等の開発・実用化、安全

基準の策定等環境整備が求められている。ま

た、温室効果ガス削減以外にも、船舶に起因す

る環境負荷の低減に資する技術開発は、不断

に行う必要がある。 

加えて、環境負荷低減に係る技術開発成果

を背景として国際ルール策定を主導すること

は、地球環境問題解決への貢献とともに我が

国海事産業の国際競争力強化の観点から重要

である。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①ゼロエミッション燃料を用いたＧＨＧ削減技術

の高度化及び安全・環境対策並びに船舶の運

航時における環境負荷低減に関する研究開発 

－船舶による環境負荷の大幅な低減と社会合

理性を兼ね備えた環境規制の実現及び国際

ルール形成への戦略的な関与を通じた海事

産業の国際競争力の強化を目標に、研究開

発の推進を図る。 

本年度は、ゼロエミッション燃料（水素・アン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）海洋環境の保全 

〇次世代燃料エンジンの開発を推進するた

め、舶用大型 2ストロークエンジン実機相

当の燃焼室を再現し、微少なパイロット燃

料で着火される水素噴流燃焼過程の可視

化に成功、今後の大型舶用水素燃料エン

ジンの開発に貢献できる。 

〇省エネ運航船舶のためのライフサイクル燃

費評価法に関連し、我が国主導で国際標

準化に向けた作業部会の設置が承認され

た（ISO/TC 8/SC 2）。さらに、実海域性能

シミュレーションを外部プログラムや AI と連

携可能な API整備、外部公開することで、

民間会社が簡便に船舶のライフサイクル性

能評価を行える。 

〇科学雑誌掲載等論文 5編、査読付き国際

会議論文 1編、可視化情報学会

JapanVis2025アートコンテスト金賞を 1件

受賞、特許出願:1件、プログラム登録 9件 

 

 

 

 

 

する重要な技術分野であり、BRIDGEプ

ロジェクトへの移行、活用が期待され

る。 

 

（国際的観点） 

〇海洋環境の保全において、国内海事産

業と協力し開発した船舶のライフサイク

ル燃費評価法が国際標準化に向けた

ISO作業部会の設置に繋がったことは、

国内海事産業の連携強化と競争力向上

に寄与するのでものである。 

〇海洋の開発において、水中音響灯台を

活用した複数 AUV同時運用技術や実

海域での水中ドッキング実証は国際的

にも先導的な成果であり、海洋調査・海

洋資源開発分野への貢献が期待され

る。 

〇海上輸送を支える基盤的な技術開発に

おいて、DX造船所に関する研究は、造

船業の国際競争力強化の観点から国研

として強く推進するべき案件であり、着

実な成果を積み上げていることから高く

評価できる。 

 

（先見性・機動的観点） 

〇海上輸送を支える基盤的な技術開発に

おいて、AIを活用した予測モデルなど、

近年の最新技術を組み合わせて造船作

業工程の具体的な事例のモデル開発を

進めるなど、その進度から先見性と機動

性を持って研究開発を行っていると評価

できる。 

 

国が定めた方針（海洋基本計画やエネ

ルギー基本計画等）を実現するため、ウィ

ンドファーム建造に必要な毎年の関連作

業船舶の推計の実施、実海域性能シミュレ

ーションプログラムの外部公開など国の政

策方針や社会ニーズに適合した社会的価
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関する研究開発に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）海洋の開発 

海洋再生可能エ

ネルギー・海洋資源

開発の促進及び海

洋開発産業の振興

並びに国際ルール

形成への戦略的関

与を通じた我が国海

事産業の国際競争

力強化に資するた

め、船舶に係る技術

を活用して、海洋再

生可能エネルギーの

導入拡大に向けた

安全性評価・最適

化、海洋開発のため

の関連機器、マリン

オペレーション技術

等に関する研究開

発に取り組む。 

 

 

 

 

化の観点から重要であ

る。 

このため、以下の研

究開発を進める。 

①ゼロエミッション燃料

を用いたＧＨＧ削減技

術の高度化及び安全・

環境対策並びに船舶

の運航時における環境

負荷低減に関する研

究開発 

②実海域の海象・気象

における船舶の性能向

上に関する研究開発 

 

（３）海洋の開発 

海洋再生可能エネ

ルギー・海洋資源開発

の促進及び海洋開発

産業の振興並びに国

際ルール形成への戦

略的関与を通じた我が

国海事産業の国際競

争力強化が求められて

いる。一方、実際の海

洋開発は民間での開

発リスクが過大である

ため、海洋開発推進、

海洋産業の振興に向

けた国と民間との連携

が重要である。 

したがって、研究所

には、船舶に係る技術

を活用し、海洋基本計

画等の国の施策に沿っ

たナショナルプロジェク

ト等への技術的貢献を

行うとともに、実際の開

発・生産を担う我が国

モニア）やカーボンニュートラル燃料の燃焼

データの取得と基礎的燃焼特性の解明、着

火性の検証と燃焼排出物の排出メカニズム

の解明並びに船舶由来化学物質が海洋環

境に与える影響評価技術の高度化を行う。

等 

②実海域の海象・気象における船舶の性能向

上に関する研究開発 

－経年劣化、生物汚損等を考慮したライフサイ

クル燃費評価法の構築、水槽試験とシミュレ

ーションのデータ同化手法の改良、ウェザー

ルーティングと連携した実運航性能評価技術

の開発を行う。等 

 

 

（３）海洋の開発 

海洋再生可能エネルギー・海洋資源開発の

促進及び海洋開発産業の振興並びに国際ルー

ル形成への戦略的関与を通じた我が国海事産

業の国際競争力強化が求められている。一方、

実際の海洋開発は民間での開発リスクが過大

であるため、海洋開発推進、海洋産業の振興に

向けた国と民間との連携が重要である。 

したがって、研究所には、船舶に係る技術を

活用し、海洋基本計画等の国の施策に沿った

ナショナルプロジェクト等への技術的貢献を行う

とともに、実際の開発・生産を担う我が国企業

への技術的支援が求められている。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①海洋再生可能エネルギー開発に係る関連シ

ステムの安全性評価・最適化に関する研究開

発 

－海洋再生可能エネルギー・海洋資源開発の

促進及び海洋開発産業の振興並びに国際ル

ール形成への戦略的関与を通じた我が国海

事産業の国際競争力強化を目標に、研究開

発の推進を図る。本年度は、多様な係留系

仕様に対応した係留仕様算出プログラムの

開発、浮体変位・海象データから浮体内の応

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）海洋の開発 

〇2040年の政府が掲げる洋上風力発電施設

45GWの案件形成目標を達成し、欧州と同

程度の施工・運転保守シナリオを実現する

ために必要な毎年の関連作業船舶の推計

を行い、結果は国交省に報告され、業界団

体に提供された。 

〇洋上風力発電施設運用で必要となる海技

研で開発した CTVの乗り移り性能評価手

法を用いて、日本沿岸海域を対象に、他船

型に対する SWATH型の優位性および船

長影響を定量的に示した。結果として業界

の建造方針策定に貢献した。 

〇科学雑誌掲載等論文 5編、査読付き国際

会議論文:11編、日本マリンエンジニアリン

グ学会ロイドレジスター電気電子工学賞を

1件受賞、特許出願:1件、プログラム登録

1件 

 

トピックス 1 

〇効率的な AUV運用を目指し、洋上管制無

しで水中で運航管理が完結する複数 AUV

同時運用システムを構築した。海底に設置

される AUV測位基準局として、水中音響灯

値の創出に貢献するとともに、洋上管制に

頼らず水中で完結する複数 AUV同時運

用システムを世界に先駆けて実海域で実

証するなど海洋開発分野での成果の科学

的意義も大きい。また、自動運航船の検査

証書へ対応、配管艤装品の取付シミュレー

ションに関する研究成果が、BRIDGEプロ

ジェクトへ移行・展開されるなど期待された

時期に成果が創出されている。船舶のライ

フサイクル燃費評価法を提案し、作業部会

の設置が承認されるなど国際的な水準に

照らして大きな意義があり、船舶のモデル

ベース設計で従来適用例の少ない設計・

生産計画支援分野に生成 AIを適用する

など、萌芽的研究にも対応しており、総括

として、期待された以上の顕著な成果を挙

げていると判断した。 

 

これらを踏まえて A評価とする。 
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（４）海上輸送を支え

る基盤的技術開発 

海事産業の技術

革新の促進と海上

輸送の新ニーズへ

の対応を通じた海事

産業の国際競争力

強化及び我が国経

済の持続的な発展

に資するため、デジ

タル技術等の活用

等による造船所の生

産性向上や適切な

品質管理を図るため

の革新的技術、ビッ

グデータを活用した

海上輸送の効率化・

最適化に係る基盤

的な技術等に関する

研究開発に取り組

む。 

企業への技術的支援

が求められている。 

このため、以下の研

究開発を進める。 

①海洋再生可能エネ

ルギー開発に係る関連

システムの安全性評

価・最適化に関する研

究開発 

②海洋開発のための

機器・運用技術の高度

化、マリンオペレーショ

ン技術の最適化・安全

性評価に関する研究

開発 

 

 

（４）海上輸送を支える

基盤的な技術開発 

我が国海事産業が、

その取り巻く環境の変

化に適切に対応し、国

際競争力を強化し、我

が国経済の持続的な

発展に貢献していくた

めに、デジタル技術を

活用した海事産業の技

術革新の促進、多様な

ニーズに応える海上交

通サービスの提供等を

行っていくことが求めら

れている。 

このため、以下の研

究開発を進める。 

①デジタル技術の活用

による海事産業の生産

性向上や品質管理に

資する技術に関する研

究開発 

力・疲労余寿命を推定する手法の開発を行

う。等 

②海洋開発のための機器・運用技術の高度

化、マリンオペレーション技術の最適化・安全性

評価に関する研究開発 

－海底鉱物資源の揚鉱を想定した動揺管中の

固気液三相流の移送評価技術の構築、海洋

ＣＣＳにおける管内流動解析と浮体運動解析

の統合を行う。等  

③海洋の利用に関連する技術に関する研究開

発 

－水中音響灯台を用いた水中完結型複数 AUV 

同時運用技術の実機実装、水槽および実海

域におけるホバリング型 AUV と深海ターミ

ナルによるドッキング手法の検証、海空無人

機システム AUV の詳細設計を行う。等 

 

（４）海上輸送を支える基盤的な技術開発 

我が国海事産業が、その取り巻く環境の変

化に適切に対応し、国際競争力を強化し、我が

国経済の持続的な発展に貢献していくために、

デジタル技術を活用した海事産業の技術革新

の促進、多様なニーズに応える海上交通サー

ビスの提供等を行っていくことが求められてい

る。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①デジタル技術の活用による海事産業の生産

性向上や品質管理に資する技術に関する研究

開発 

－海事産業の技術革新の促進と海上輸送の新

ニーズへの対応を通じた海事産業の国際競

争力強化及び我が国経済の持続的な発展を

目標に、研究開発の推進を図る。 

本年度は、設計情報検索や設計最適化を支

援する AI プロトタイプの開発、配管艤装品

の取り付けシミュレーションの精度向上およ

び高速化、BOM や BOP と連携させた 

Quality-BOM(QBOM)体系化手法の開発を行

う。等 

台を導入し、AUV慣性航法の運用精度を

大幅に向上した（約 10倍以上）。本システ

ムを世界に先駆け実海域で実証し、結果と

して解像度 1mの高精度な海底地形を高効

率で取得した。 

〇AUVへの充電・データ回収を目的とした深

海ターミナルドッキング技術開発を実施し

た。画像認識による AUV ドッキング誘導ア

ルゴリズムを改良し、海技研ホバリング型

AUVに実装した。実海域でのドッキング・充

電・離脱に成功し、AUVによる無浮上の長

期海洋環境モニタリング（現状 8hから理論

上は無期限）の実現可能性を実証した。 

 

 

 

 

（４）海上輸送を支える基盤的な技術開発 

〇建造技術開発に関連し、鋼の損傷部への

CFRP補強施工において、粗さ増しの表面

処理を実施した。海水浸漬しても接着部剥

離が抑制され、実用に堪える高強度化を実

現できた。必要表面加工の度合いに関して

も実験的に判明した。 

〇2050年のカーボンニュートラルや次世代環

境船の導入に向けて最新のシステムズエン

ジニアリング技術に基づいたコンテナ船の

需要予測手法を構築した。また、コロナ禍

におけるコンテナ船需要の急増が、将来の

コンテナ船の建造需要に与える影響を詳細

分析した。本手法は他船種評価への応用も

可能であり、政策評価や投資判断での活用

に期待できる。 

〇科学雑誌掲載等論文編、査読付き国際会

議論文 1編、土木学会論文賞、等、各種表

彰を 2件受賞、プログラム登録:1件 

 

トピックス 2 
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②ビックデータ等の活

用による新たなニーズ

に対応した海上輸送シ

ステムに関する研究開

発 

②ビッグデータ等の活用による新たなニーズに

対応した海上輸送システムに関する研究開発 

－データ融合と AI 等評価手法の実装に向けた

設計、海運・造船の GHG 削減策等に関する

モデル/システムの試作、水害救助シミュレー

タを活用した孤立者の救助時間等に関する

分析、データ活用型の合理的な運航及び設

計手法の検討開発、フルシステムリアルタイ

ムシミュレーション構築を行う。等 

 

〇船舶建造現場の作業効率化を目指し、

MBOM・BOPデータ自動生成機能を汎化・

詳細化した。溶接線一本単位での姿勢（溶

接向き）と脚長（溶接量）を考慮した溶接速

度算出ロジックを開発し、BOPの溶接作業

について詳細に自動生成することを可能と

した。 

〇造船作業工程のデジタル化を実現するた

め、配管艤装品の取付シミュレーションを開

発した。390本の大規模な配管の実モデル

に対して適用できるように拡張し、前年度よ

りも約 3倍高速に実現できる方策の実装に

成功した。 

〇日本成長戦略に基づき、AIの活用による

次世代造船所の実現に資する技術開発事

業（2026～27年度）を開始した。 

 

  

４．その他参考情報 

特になし 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式      

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３ 港湾、航路、海岸及び飛行場等に係る技術に関する研究開発等 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】我が国の港湾・空港の整備等における技術的課題の解決

は、国土交通省の政策目標実現に不可欠であるため。 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  
基準値
等 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11 年度  R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11 年度 

科学雑誌掲載論文数 － 46編 37編 50編     予算額（千円） 3,056,577 3,018,429 3,077,111     

査読付き国際会議論文数 － 14編 23編 7編     決算額（千円） 3,656,855 4,280,666 4,337,660     

科学雑誌掲載論文・査読付き国際
会議論文の被引用数 － 1,000回 1,129回 1,529回     経常費用（千円） 3,610,388 3,379,098 3,711,617     

和文査読付き論文数 － 42編 59編 49編     経常利益（千円） -6,912 58,832 14,628     

各種表彰の受賞件数 － 19件 16件 15件     行政コスト（千円） 3,840,967 3,563,861 3,955,537     

 
重点的に取り組むまたは実用に資
する研究実施件数 － 24件 22件 24件     従事人員数 103名 104名 101名     

 基礎研究の実施数 － 19件 15件 17件              

 国際連携活動数 － 7件 4件 4件              

                                                          注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は各年 4 月 1 日現在の役職員数。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による 

評価 主な業務実績等 自己評価 

 国土交通省では、港

湾・空港施設等の整

備、防災及び減災対

策、インフラ長寿命計

画化に加え、近年対応

が求められる、ICT技

術や DXの導入による

生産性向上、沿岸・海

洋環境の形成に加え

脱炭素社会の構築へ

の対応のための政策を

推進している。 

研究所は上記政策

における技術的課題へ

の対応や関係機関へ

の支援のため、構造物

の力学的挙動等のメカ

ニズムの解明や要素

技術の開発など港湾・

空港整備等に関する基

礎的な研究開発等を実

施するとともに、港湾・

空港整備等における事

業の実施に係る研究

開発を実施する。 

さらに、独創的また

は先進的な発想に基

づき、研究所の新たな

研究成果を創出する可

能性を有する萌芽的研

究に対しては、先見性

と機動性を持って的確

に対応する。 

なお、研究所による

基礎的な研究開発等

の成果は、国土技術政

中長期目標に掲げら

れた研究開発課題、すな

わち港湾・空港施設等の

防災及び減災対策、イン

フラ整備の長寿命、サイ

バー施工技術や DXの

導入による生産性向上、

沿岸・海洋環境の形成に

加え脱炭素社会の構築

への対応における技術

的課題の解決等、国土

交通省が推進する政策

への技術的支援に対す

る適切な成果を創出し、

関係機関を含めた幅広

い技術課題の解決を図

るため、本中長期目標期

間においては、次に記載

する研究に重点的に取り

組むこととする。なお、研

究開発等にあたってはデ

ジタル技術の活用にも積

極的に取り組むこととす

る。 

基礎的な研究開発等

のうち、地震、波浪、環

境、地形、地盤、計測等

の基礎的な研究開発は、

研究所が取り組む港湾・

空港等分野のあらゆる

研究の基盤であることか

ら、これらを推進する。ま

た、成果の実用化を目途

とする実用的な研究開発

等とともに港湾・空港等

の整備を技術的に支援

中長期目標に掲げられた研究開発課

題、すなわち港湾・空港施設等の防災及

び減災対策、インフラ整備の長寿命化、サ

イバー施工技術や DXの導入による生産

性向上、沿岸・海洋環境の形成に加え脱

炭素社会の構築への対応における技術的

課題の解決等、国土交通省が推進する政

策への技術的支援に対する適切な成果を

創出し、関係機関を含めた幅広い技術課

題の解決を図るため、本中長期目標期間

においては、次に記載する研究に重点的

に取り組むこととする。なお、研究開発等

にあたってはデジタル技術の活用にも積

極的に取り組むこととする。 

基礎的な研究開発等のうち、地震、波

浪、環境、地形、地盤、計測等の基礎的な

研究開発は、研究所が取り組む港湾・空

港等分野のあらゆる研究等の基盤である

ことから、これらを推進する。また、成果の

実用化を目途とする実用的な研究開発等

とともに港湾・空港等の整備を技術的に支

援するための研究開発についても積極的

に取り組む。 

さらに、独創的または先進的な発想に

基づき、研究所の新たな研究成果を創出

する可能性を有する萌芽的研究に対して

は、先見性と機動性を持って的確に対応

する。 

これら重点的に取り組む研究開発課題

以外のものであっても、本中長期目標期

間中の港湾空港行政を取り巻く環境変化

により、喫緊の政策課題として対応すべき

ものがある場合は、同様に取り組むことと

する。 

なお、港湾・空港等分野に関する研究

開発については、同分野において政策の

１．評価軸 

○成果・取組が国の

方針や社会のニー

ズに適合し、社会

的価値（災害の軽

減・復旧、沿岸・海

洋環境の活用と脱

炭素社会への貢

献、港湾空港イン

フラ形成と維持管

理、DXによる生産

性向上等）の創出

に貢献するもので

あるか。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○成果・取組の科学

的意義（新規性、

発展性、一般性

 

○重点分野「沿岸域における災害の

軽減と復旧」では、液状化流動が沿

岸・海洋構造物ならびに津波に及

ぼすインパクトを体系的に解明、そ

の影響評価手法の有効性を確認

し、沿岸域構造物の災害対策の向

上につながる、世界で最先端となる

高い社会的価値を創出した。また

南海トラフ地震など将来の地震を

念頭に地方整備局が防災訓練の

一環として行う利用可否判断訓練

を技術的に支援し、災害の軽減と

いう社会的要請に対応した。 

○重点分野「沿岸・海洋環境の形成・

保全・活用と脱炭素社会の構築」で

は、汀線変動モデルに対するキャリ

ブレーション手法の工夫により、従

来と比較して季節変動の再現精度

を大きく向上させ、将来の気候変動

下における沿岸域の地形予測の信

頼性を大きく高める社会的価値が

創出されている。 

○重点分野「経済と社会を支える港

湾・空港の形成」では、茨城県波崎

実験桟橋での鋼管杭の被覆防食

工法に関する 40年に亘る長期暴露

試験により、重防食被覆工法等に

おける長期挙動の評価を得ており、

これはインフラの長寿命化のため

に極めて貴重な知見を提供するも

のである。 

 

○全体を通じて、トップジャーナルを 

含む国際的な英文科学雑誌への 

論文掲載(50編)、国際会議での発 

＜評定と根拠＞ 

 

評定：Ａ 

 

年度計画は全て達成しており、研究開発成果の最大化

に向けた顕著な成果の創出や、将来的な成果の創出の

期待が認められる。令和 7年度の特筆すべき事項は以下

のとおり。 

 

○地盤の液状化流動に着目した沿岸・海洋構造物の災

害対策の向上、実海域における長期間（40 年）の調査

を通じた施設の維持管理や長寿命化に向けた知見の

提供など、喫緊の社会ニーズに適合した社会的価値の

創出に貢献した。 

○ 深刻化する人手不足対策に貢献するためのマルチビ

ーム測量システムの社会実装や、港湾工事の脱炭素

化に向けた低炭素材料の開発など、国等の施策の早

期実現に適合した時期に成果を創出した。 

○汀線変動モデルでキャリブレーション手法の工夫によ

る季節変動の再現精度向上や、余震の震源の空間分

布を評価する手法の解明（萌芽的研究）など、新たな研

究アプローチによる国際的、科学的意義の大きな成果

も創出した。 

○さらに、インペリアルカレッジロンドンとのセメント系材

料の開発に関する国際共同研究事業や、気候変動に

対応した港湾の施設の設計事例集を国総研と分担執

筆することなど、国内外において期待された以上の成

果を創出した。  

 

よって、期待された以上の顕著な成果を挙げたことから

自己評価を A とした。 

評定  
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策総合研究所におい

て、技術基準の策定な

ど政策の企画立案に

関する研究等に活用さ

れている。このことか

ら、研究所は引き続き

国土技術政策総合研

究所との密な連携を図

る。 

以上を踏まえ、本中

長期目標の期間にお

いて研究所は、国土交

通省の政策推進のた

め、次に示す研究開発

課題に重点的に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）沿岸域における災

害の軽減と復旧 

南海トラフ巨大地震

や首都直下地震をはじ

めとする大規模災害の

発生リスクが高まって

いるなか、国民の生命

や財産を守るために、

するための研究開発に

ついても積極的に取り組

む。 

さらに、独創的または

先進的な発想に基づき、

研究所の新たな研究成

果を創出する可能性を有

する萌芽的研究に対して

は、先見性と機動性を持

って的確に対応する。 

これら重点的に取り組

む研究開発課題以外の

ものであっても、本中長

期目標期間の港湾空港

行政を取り巻く環境変化

により、喫緊の政策課題

として対応すべきものが

ある場合には、同様に取

り組むこととする。 

なお、港湾・空港等分

野に関する研究開発に

ついては、 同分野にお

いて政策の企画立案等

に関する研究を実施する

国土技術政策総合研究

所との一体的な協力体

制維持するとともに、研

究成果の社会還元を図

るため、引き続き民間と

の連携を推進する。 

 

（１）沿岸域における災害

の軽減と復旧 

南海トラフ巨大地震や

首都直下地震等の大規

模地震に伴う地震・津波

災害や気候変動に伴う

極端気象によって生じる

高潮・高波に関連した災

企画立案に関する研究を実施する国土技

術政策総合研究所との一体的な協力体制

を維持するとともに、研究成果の社会還元

を図るため、引き続き民間との連携を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 沿岸域における災害の軽減と復旧 

南海トラフ巨大地震や首都直下地震の

大規模地震に伴う地震・津波災害や気候

変動に伴う極端気象によって生じる高潮・

高波に関連した災害を軽減するとともに、

迅速な復旧を図る取り組みが求められて

いる。 

このため、以下の研究開発を進める。 

等）が、十分に大き

いか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○成果が期待された

時期に創出されて

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表論文(7編)、国内学会への論文 

掲載(49編)など、各研究成果の科 

学的意義が認められている。 

〇重点分野「沿岸・海洋環境の形成・

保全・活用と脱炭素社会の構築」で

は、沿岸汀線変動モデルに対して、

敢えて短期データによる学習を行う

新しいアプローチにより季節変動の

再現精度を大きく向上させ科学的

意義が大きい。 

 

○重点分野「沿岸域における災害の

軽減と復旧」では、2025 年青森県

地震において本省等との連携の下

地震被害 調査を実施したほか、被

災要因の解明や復旧方針検討に

対して技術的支援を行った。 

〇重点分野「沿岸・海洋環境の形成・

保全・活用と脱炭素社会の構築」で

は、国交省の方針に基づきカーボ

ン ニュートラルに資する環境技術

や、港湾工事の脱炭素化に向けた

低炭素材料の開発、さらには洋上

風力発電等の海洋関連技術に関

する研究を継続的に実施し、このう

ち低炭素材料についてガイドライン

への反映を図っている。 

〇重点分野「情報化による技術革新

の推進」ではインフラの老朽化進行

や超高齢社会に伴う現場作業者の

人手不足対策、DX による生産性向

上に貢献するため、マルチビーム

測深データ処理のクラウド化・高度

化について研究開発から施工工

事・商用展開まで一貫した取り組み

を実施し、ICT 施工・維持管理を支

える基盤技術の実用化を図った。 
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防災及び減災対策を

通じた国土強靱化の推

進が必要である。研究

所は、既往の災害で顕

在化した課題への対応

を引き続き推進すると

ともに、地震災害の軽

減や復旧に関する研究

開発、気候変動・津波・

高潮・高波による災害

の軽減や復旧に関する

研究開発等に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

害を軽減するとともに、

迅速な復旧を図る取り組

みが求められている。 

このため、以下の研究

開発を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

①地震災害の軽減や復

旧に関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②津波・高潮・高波災害

の軽減や復旧に関す

る研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地震災害の軽減や復旧に関する研究

開発 

 －2024年能登半島地震の空港施設の

被害について体積変化特性の数値モデ

ル化を検討し、空港盛土の変形のメカ

ニズムを解明する。 

 －地震・高潮・高波等の動的外力によっ

て生じる吸い出し・陥没等について、予

知・予防保全・維持管理・復旧の技術を

検討する。等 

 

② 津波・高潮・高波災害の軽減や復旧に

関する研究開発 

－随伴型データベースによる波形合成法

を高潮解析へ応用する手法を開発す

る。また、高精度な台風気象場を迅速に

生成する代理モデルの構築を開始す

る。 

－多数の小型波浪計を面的に配置した観

測と高解像度の推算によって沿岸の高

波の監視と予測を行うシステムの検討

を開始する。 

－設計の実務への導入を念頭に、複雑な

断面形状をもつ護岸に対する気候変動

の影響（越波量と波力の変化）を明らか

にする。また、岸壁上に設置する越波浸

○成果が国際的な水

準に照らして十分

大きな意義がある

ものであるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○萌芽的研究につい

て、先見性と機動

性を持って対応し

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

○研究開発に際し、

国土技術政策総合研

究所との密な連携が

図られているか。 

〇重点分野「沿岸域における災害の

軽減と復旧」では、液状化流動が沿

岸・海洋構造物ならびに津波にもた

らすインパクト・挙動を体系的に示

した成果について、UNESCO Chairs 

Programme-複合災害減災国際会

議等の国際会議に基調講演 とし

て招聘され、国際的水準に照らして

大きな意義のある成果として認知さ

れた。 

〇国際航路協会 PIANCでは、港湾施

設 の 耐 震 設 計 ガ イ ド ラ イ ン

（WG225）、港湾での津波災害の軽

減（WG239）などのWGで座長・委員

を務めガイドラインの策定に寄与し

た。 

〇重点分野「経済と社会を支える港

湾・空港の形成」では、インペリアル

カレッジロンドンと深海に適用する

ためのセメント系材料の開発に関

する国際共同研究事業を行い、国

際会議発表につながる成果を創出

した。 

 

〇萌芽的研究として採択された「余震

を考慮した確率的地震ハザード解

析の新たな実施方法に関する研

究」の一環として地震断層面分布

の評価に関する研究に着手し、余

震の震源の空間分布を評価する手

法を見出し、次年度以降の本震後

の利用可否判断の際に使用できる

余震の地震動の設定に繋がる新た

な研究シーズを創出した。 

 

〇気候変動に対応した港湾の施設の

設計事例集を国総研と分担執筆す

るなど、「港湾の施設の技術上の基

準」や各種ガイドライン等への研究
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（２）沿岸・海洋環境の

形成・保全・活用と脱炭

素社会の構築 

 海域環境の保全・再

生・創出や海洋汚染の

防除により豊かな海域

環境を次世代に継承す

るとともに、脱炭素社

会への貢献への対応

が必要である。研究所

は、沿岸域等におけ

る、生態系の保全や活

用、港湾・空港整備に

おける脱炭素化に関す

る研究開発に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）沿岸・海洋環境の形

成・保全・活用と脱炭素

社会の構築 

 グリーン社会の実現に

向け、生物多様性を持続

的に維持するため、干

潟・藻場等の沿岸生態系

を造成・保全・活用する

ための研究開発が求め

られている。また、海岸

侵食や航路・泊地の埋没

に対応するため、沿岸地

形の形成や維持に関す

る研究開発が求められて

いる。さらに、脱炭素社

会の構築が求められて

いることから、ブルーカー

ボンや再生可能エネル

ギーの普及における技

術的課題を解決するた

めの研究開発が求めら

れている。 

 このため、以下の研究

開発を進める。 

 

① 沿岸・海洋環境の形

成・保全や活用に関

する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

水対策工に作用する設計波の算定法を

提案する。等 

 

 

（２）沿岸・海洋環境の形成・保全・活用と

脱炭素社会の構築 

 グリーン社会の実現に向け、生物多様性

を持続的に維持するため、干潟・藻場等の

沿岸生態系を造成・保全・活用するための

研究開発が求められている。また、海岸侵

食や航路・泊地の埋没に対応するため、

沿岸地形の形成や維持に関する研究開

発が求められている。さらに、脱炭素社会

の構築が求められていることから、ブルー

カーボンや再生可能エネルギーの普及に

おける技術的課題を解決するための研究

開発が求められている。 

 このため、以下の研究開発を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 沿岸・海洋環境の形成・保全・活用に

関する研究開発 

－水環境生態系モデルについては、

EcoPARI への改称やホームページの整

備によって大学、自治体、民間企業等

からの問い合わせが増加している。これ

らを参考にしてユーザーインターフェー

ス確定版を公表する。 

－環境 DNAによる沿岸域モニタリングに

ついては、新法（生物多様性増進活動

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．評価指標 

○研究開発等に係る

具体的な取組及び

成果の実績 

成果の社会実装のための密な連携

体制を維持している。また、国、民

間事業者等に向けた研究活動や成

果の発信のための講演会や、地方

整備局との技術対話を共同開催

し、社会的要請を踏まえた研究ニー

ズを効率的かつ的確に把握しつ

つ、研究成果の創出に努めてい

る。 
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（３）経済と社会を支え

る港湾・空港の形成 

我が国の産業の国

際競争力を確保し、国

民生活を支える港湾・

空港等の効率的かつ

効果的な整備に資する

ため、研究所は港湾・

空港の機能強化を含

むインフラ整備の高度

化に関する研究開発等

に取り組む。また、既

存構造物の老朽化が

進むなか、これまで行

ってきた長寿命化に資

する対策に加えて、イ

ンフラの高度利用に関

する研究開発に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 脱炭素社会構築を支

援する技術に関する

研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）経済と社会を支える

港湾・空港の形成 

過去に整備されたイン

フラの老朽化が進む中、

予防保全への本格転換

による効率的かつ効果

的な維持管理を実施して

いく必要があるとともに、

インフラの長寿命化や既

存インフラの有効活用等

の取組が求められてい

る。また、インフラ整備の

より一層の効率化のため

に調査から施工までを含

めた整備手法の高度化

が必要不可欠である。 

このため、以下の研究

開発を進める。 

 

① インフラ整備に関す

る研究開発 

 

 

 

促進法（R7.4施行予定）に合わせ、港湾

技術者が生物モニタリングへ向けて利

用可能なガイドラインを公表する。等 

 

② 脱炭素社会構築を支援する技術に関

する研究開発 

－港湾施設の施工時の CO2排出量を推

計する CO2指向型設計を試行し、低炭

素材料などの活用による CO2排出量

の削減効果を試算する。 

－風・波・地震作用時の洋上風力発電施

設の応答に関する遠心実験と数値解析

を行うとともに、洋上風力発電施設の設

計指針等への反映内容を検討する。等 

 

（３）経済と社会を支える港湾・空港の形成 

過去に整備されたインフラの老朽化が

進む中、予防保全への本格転換による効

率的かつ効果的な維持管理を実施してい

く必要があるとともに、インフラの長寿命化

や既存インフラの有効活用等の取組が求

められている。また、インフラ整備のより一

層の効率化のために調査から施工までを

含めた整備手法の高度化が必要不可欠

である。 

このため、以下の研究開発を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① インフラ整備に関する研究開発 

－各港での波浪観測データの解析及び波

浪特性の整理を行うとともに、リアルタ

イム係留船舶動揺予測による荷役安全

性の評価に関する研究に着手する。 
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（４）情報化による技術

革新の推進 

自然災害、インフラ

の老朽化の進行、人口

減少・超高齢社会に伴

う人手不足及び DXの

進展等の社会情勢の

変化への対応が必要

である。研究所は、ICT

施工や IoT、ロボット技

術、デジタル技術の導

入と活用に関する研究

開発に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② インフラの維持管理

に関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）情報化による技術革

新の推進 

 情報のデジタル化を推

進し、インフラ整備の抜

本的な効率化や働き方

改革・生産性向上を目指

すとともに、デジタルデー

タを活用することで、これ

までになかった付加価値

をデータから生み出し、

海洋・沿岸で得られた

様々なデータの価値を最

大化していくことが求めら

れている。 

 このため、以下の研究

開発を進める。 

 

① デジタル技術の活用

による生産性向上に

関する研究開発 

 

－「港湾・空港等整備におけるリサイクル

ガイドライン」に新たに鉱滓の循環利用

に関して記載することを念頭に，成果を

取りまとめ，原案を作成，提示する。等 

 

② インフラの維持管理に関する研究開

発 

－暴露試験により各種建設材料（コンクリ

ート系材料、鋼材の防食工法、木質系

材料、固化処理土等）の長期耐久性を

検討する。鋼材の電気防食工法につい

ては、現地調査と数値解析を組み合わ

せた評価手法についても検討する。 

－施設の補修補強技術、既存施設の残存

性能の評価（各種数値解析を用いた桟

橋の残存性能評価等）の方法も検討す

る。等 

 

（４）情報化による技術革新の推進 

 情報のデジタル化を推進し、インフラ整

備の抜本的な効率化や働き方改革・生産

性向上を目指すとともに、デジタルデータ

を活用することで、これまでになかった付

加価値をデータから生み出し、海洋・沿岸

で得られた様々なデータの価値を最大化

していくことが求められている。 

 このため、以下の研究開発を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① デジタル技術の活用による生産性向

上に関する研究開発 

－水中情報化施工については、AIを用い

た深浅測量解析システムである
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② デジタル技術の活用

による新たな価値の

創造に関する研究開

発 

 

 

 

 

 

 

 

Acoustic IMaging & Surveying cloud 

(AIMS)について R７dから開始する社会

実装支援ならびに基礎工への機能拡張

を行い、R６dに港湾局による試行工事

で取得したデータを用いて浚渫工の事

例検証を行う。また、水中 ICT建機の普

及に向け、水中情報共有システムの現

場実装を検討し、水中作業に対応した

アタッチメントを開発する。 

－点検の自動化技術については、3種の

特定点検作業（水中目視、桟橋下目

視、岸壁前水深確認）に対し、構成する

作業をモジュール化し、各モジュールを

構成する動作要素を整理し、特定動作

単位で自動化を図る。ロボットの運用支

援技術については、現場と遠隔地の双

方向で情報共有を行うソフトウェアシス

テムを開発する。等 

 

② デジタル技術の活用による新たな価

値の創造に関する研究開発 

－コンテナターミナルへのサイバーポート

による DX導入については、シミュレー

ションによりオペレーションを評価するシ

ステムを構築し、コンテナターミナルの

デジタルツインソリューションとしてまと

める。また、コンテナターミナルの実デー

タの利活用に着目した現地試験を実施

する。 

－DX時代の情報収集・処理・発信につい

ては、港湾技術者の技術力を維持・向

上させることを目的とした技術交流サロ

ン付 DT（港湾技術のノウハウを共有す

るサイト）のα版の立ち上げを行い、波

浪データ等の即時データ処理技術の開

発を行う。等 
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４．その他参考情報 

特になし 
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1業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４ 電子航法に関する研究開発等の実施 

関連する政策・施

策 

 当該事業実施に係る根拠（個別法条文

など） 

 

当該項目の重要

度、難易度 

【重要度：高】我が国の航空交通に係る技術的課題の解決は、国土交通省

の政策目標実現に不可欠であるため。 

関連する研究開発評価、政策評価・行

政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

  主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

    基準値等 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度  R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 

科学雑誌掲載論文数 － 10編 15編 13編     予算額（千円） 1,525,981 1,490,791 1,551,104     

査読付き国際会議論文数 － 27編 20編 12編     決算額（千円） 1,497,487 1,484,046 1,909,420     

科学雑誌掲載論文・査読付き国

際会議論文の被引用数 

－ 266編 330編 355編     経常費用（千円） 
1,513,172 1,543,055 1,810,367 

    

和文査読付き論文数 － 5編 6編 3編     経常利益（千円） 16,892 68,720 9,002     

重点的に取り組むまたは実用に

資する研究実施件数 

－ 10件 8件 9件     行政コスト（千円） 
1,577,134 1,619,734 1,860,277 

    

  国際連携活動数 － 8件 9件 13件     従事人員数 58 名 55 名 57 名     

                                                          注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は各年 4 月 1 日現在の役職員数。 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国土交通省

は、安全・安

心な航空輸送

の実現、需要

回復・増大へ

の的確な対

応、航空分野

のグリーン施

策及び航空イ

ノベーションに

係る政策を推

進するととも

に、安全で秩

序ある効率的

中長期目標に掲げら

れた研究開発課題、す

なわち航空交通の安全

性及び信頼性の向上、

航空管制の高度化、環

境負荷の低減、空港に

おける運用の高度化並

びに航空交通を支える

基盤技術の開発を目標

とする研究開発を実施

して有益な研究成果を

創出するため、本中長

期目標期間において

は、次に記載する研究

中長期目標に掲げられた研究開発課題、すな

わち航空交通の安全性及び信頼性の向上、航

空管制の高度化と環境負荷の低減、空港におけ

る運用の高度化並びに航空交通を支える基盤技

術の開発を目標とする研究開発を実施して有益

な研究成果を創出するため、次に記載する研究

に重点的に取り組むこととする。 

さらに、独創的または先進的な発想により研

究所の新たな研究成果を創出する可能性のある

萌芽的研究についても、先見性と機動性を持っ

て的確に取り組む。  

 

 

 

１．評価軸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○成果・取組が国

の方針や社会

のニーズに適

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

年度計画は全て達成しており、研究開発成

果の最大化に向けた顕著な成果の創出や、将

来的な成果の創出の期待が認められる。有識

者から構成される外部評価委員会の委員より、

各評価軸に沿った評価を受けたところ、令和７

年度の特筆すべき事項は、以下のとおり。 

  

 

（国の方針や社会のニーズへの適合、社会

的価値の創出への貢献） 

 

 

評定 
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な航空交通を

確保するため

航空管制等の

航空保安業務

を実施してい

る。 

研究所は、

上記政策にお

ける技術的課

題への対応や

航空保安業務

への支援のた

め、航空交通

の安全性及び

信頼性の向

上、航空管制

の高度化、環

境負荷の低

減、空港にお

ける運用の高

度化並びに航

空交通を支え

る基盤技術の

開発を目標

に、次の研究

開発課題に重

点的に取り組

むこととする。 

さらに、独

創的または先

進的な発想に

基づき、研究

所の新たな研

究成果を創出

する可能性を

有する萌芽的

研究について

は、先見性と

機動性を持っ

に重点的に取り組むこ

ととする。 

また、これら重点的

に取り組む研究開発課

題以外であっても、航

空行政を取り巻く環境

変化により、喫緊の政

策課題として対応すべ

きものがある場合は、

重点的に取り組む研究

開発課題と同様に取り

組むこととする。 

さらに、独創的また

は先進的な発想により

研究所の新たな研究成

果を創出する可能性の

ある萌芽的研究につい

ても、先見性と機動性

を持って的確に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合し、社会的価

値（安全性・信

頼性向上、空域

及び空港運用

の効率化、環境

負荷の低減、シ

ステム高度化

等）の創出に貢

献するものであ

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○成果・取組の科

学的意義（新規

性、発展性、一

般性等）が、十

分に大きいか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇WAM･ADS-B用高機能空中線による航空路

監視の効率的整備に関する研究では、ADS-

Bの石垣島での整備が令和 7年度から開

始、国交省航空局への仕様策定支援および

製造メーカーへの技術移転を行った。レーダ

が届かない洋上空域等の監視を実現し、一

層の安全性向上が期待される。 

〇運航フェーズに応じた管制システムにおける

時間管理に関する研究において、ICAOの定

める KPIのうち、主要空港や主要路線を対

象に滞留時間など 5つの運航効率指標を算

出した。定量化により各空港および路線の現

状や傾向を可視化することで、改善対象が

特定され、効果的な運航効率改善施策の策

定への貢献が期待される。 

〇空港用マルチ監視技術活用に関する研究に

おいて、監視システムの性能評価のため、位

置精度評価ソフトウェアを開発した。測位結

果から停止中の航空機を判別し、各センサ

の停止時間中の位置精度を検証可能とし

た。当該ソフトウェアを国交省航空局に技術

移転することができた。この技術により、滑走

路進入警報の誤りを減らす事が期待される。 

〇SWIMによる協調的意思決定支援情報サー

ビスの構築と評価に関する研究では、本研

究の成果が活用され、2025年度に国内地上

SWIMの試験運用と初期サービスが国交省

航空局により開始された。 

 

（成果・取組の科学的意義） 

〇全飛行フェーズでの RNP化に向けた衛星航

法のバックアップ（APNT）構築では、複数の

DME局の中から誤差変動幅が最小となる組

み合わせ選択するアルゴリズムを開発した。

この技術が実現すれば、GPSが使えなくなっ

た場合でも同じ飛行経路を飛び続けることが

出来る。 

〇空港用マルチ監視技術活用に関する研究で

は、空港面で複数の監視センサの情報を統
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て的確に対応

する。 

【重要度：

高】 我が国

の航空交通に

係る技術的課

題の解決は、

国土交通省の

政策目標実現

に不可欠であ

るため。 

 

（１）航空交通

の安全性及び

信頼性の向上 

航空需要の

増大に対応し

て航空交通容

量を拡大して

いくには、航

空交通の安全

性と信頼性の

向上が必要に

なる。このた

め、航空機運

航を支援する

衛星・地上施

設について、

高性能化、用

途の拡大等に

よって安全性

を高める技

術、施設等の

障害発生時に

運航への影響

を最小化する

技術等に関す

る研究開発に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）航空交通の安全性

及び信頼性の向上 

航空交通の安全確

保は最も重要な課題で

ある。今後の航空需要

の増大に的確に対応し

て空港や航空路の交通

容量を拡大していく上

では、航空機運航を支

援する衛星・地上施設

の高度化により交通量

に適応した高い安全性

を実現する必要があ

る。 

また、施設の障害等

に際しても一定の管制

の処理容量を維持し、

早期復旧に向けた対策

をあらかじめ講じるな

ど、信頼性を高める取

組が求められている。 

このため、以下の研

究開発を進める。 

①衛星航法の高機能

化、安全性評価手法の

高度化、適用範囲の拡

大、障害に備えたバッ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）航空交通の安全性及び信頼性の向上  

航空交通の安全確保は最も重要な課題であ

る。今後の航空需要の増大に的確に対応して空

港や航空路の交通容量を拡大していく上では、

航空機運航を支援する衛星・地上施設の高度化

により交通量に適応した高い安全性を実現する

必要がある。 

また、施設の障害等に際しても一定の管制の

処理容量を維持し、早期復旧に向けた対策をあ

らかじめ講じるなど、信頼性を高める取組が求め

られている。 

このため、以下の研究開発を進める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①衛星航法の高機能化、安全性評価手法の高

度化、適用範囲の拡大、障害に備えたバックアッ

プに関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○成果が期待さ

れた時期に創

出されている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○成果が国際的

な水準に照らし

て十分大きな意

義があり、国際

競争力の向上

につながるもの

であるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）航空交通の安全性及び信頼性の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①衛星航法の高機能化、安全性評価手法の高度

化、適用範囲の拡大、障害に備えたバックアップ

に関する研究開発 

合する方法を開発し、高速時は MLAT、低速

時は ADS-Bを利用することで、従来手法に

比べて安定した航跡が表示されることを示し

た。 

〇SWIMによる協調的意思決定支援情報サー

ビスの構築と評価に関する研究では、空港・

空域のリアルタイム情報を用いて運航関係

者全員が連携・調整を可能とする運用サー

ビスを開発し、検証実験により有効性を示し

た 。これにより円滑な協調的意思決定が可

能となるとともに、外国の天候などの制約を

考慮した飛行計画の自動調整の可能性を確

認した。 

〇各分野の研究開発によって創出した研究成

果を学会、国際会議等において発表し、科学

雑誌掲載論文 12編、査読付き国際会議論

文 34編、和文査読付き論文 3編として公表

した。 

 

（期待された時期での成果の創出） 

〇WAM･ADS-B用高機能空中線による航空路

監視の効率的整備に関する研究では、大

阪・関西万博の空飛ぶクルマを対象としたデ

ータ収集実験も行い、脆弱性対策の適用可

能性を示した。 

〇磁気低緯度地域における GNSS性能向上及

び性能評価技術高度化に関する研究では、

ICAO特別会合（GBAS/SBAS ITF）において

東南アジア向け SBAS導入ガイダンスを完

成させた。 

 

（国際的な水準における成果の意義、国際競争

力の向上） 

〇WAM･ADS-B用高機能空中線による航空路

監視の効率的整備に関する研究では、ICAO

マニュアル改訂では監視システムに関する

情報を最新のものとし、対象機材としてマル

チラテレーションを追記することから、本装置
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クアップに関する研究

開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②航空機監視に用いる

各種センサの機能・要

件の一元化に必要な技

術に関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ＤＦＭＣ(２周波・複数衛星系) ＧＢＡＳ（地上型

補強システム）ベースライン標準の検証を進め

るとともに、検証に必要なデータを飛行実験に

より収集する。また、ＤＦＭＣ ＧＢＡＳ／ＳＢＡＳ

（静止衛星型衛星航法補強システム）の拡張

機能の技術コンセプト及び要素技術の開発を

行う。 

－ＤＦＭＣ ＳＢＡＳについて、準天頂衛星システ

ムを使用して北極域にサービスエリアを拡大

する際の課題を調査及び検討する。 

－衛星航法システム障害時のバックアップとし

て、引き続きマルチＤＭＥ（距離測定装置）のア

ルゴリズムを開発する。  

 

②航空機監視に用いる各種センサの機能・要件

の一元化に必要な技術に関する研究開発 

－高機能空中線について、低コスト化技術およ

びＡＤＳ―Ｂ（放送型自動位置情報伝送・監視

機能）適用技術の開発ならびに昨年度開発し

た広域マルチラテレーション適用技術の単体

評価を行う。 

－二次監視レーダについて、昨年度検討した通

信に伴う課題解決方法について、実航空機を

用いた実験により実環境下でのデータを取得

するとともに、その分析を行う。等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○萌芽的研究に

ついて、先見性

と機動性を持っ

て対応している

か。 

 

 

 

 

 

 

２．評価指標 

○研究開発等に

係る具体的な

取組及び成果

の実績 

 

 

○全飛行フェーズでの RNP化に向けた衛星航法の

バックアップ（APNT）構築では、複数の DME局の

中から誤差変動幅が最小となる組み合わせを選

択するアルゴリズムを開発し、EUROCAE WG-107

に提案した。この技術が実現すれば、GPSが使え

なくなった場合でも同じ飛行経路を飛び続けること

が出来る。 

飛行経路上の DME局の組み合わせで得られる水

平方向の位置精度（HDOP）を計算するツールを開

発した。この技術が実現すれば、衛星航法バック

アップのために DME局を増加させることなく、既存

DME局の再配置でバックアップの航法性能を満足

できる可能性がある。 

 

②航空機監視に用いる各種センサの機能・要件の一

元化に必要な技術に関する研究開発 

○WAM･ADS-B用高機能空中線による航空路監視

の効率的整備に関する研究では、航空機が発す

る電波の到来方向を推定するアルゴリズムを開発

し、加えて、はずれ値（大きな誤差）割合が 0.34%

から 0.22%へ 35%削減するなど精度向上が見込め

ることでアンテナの小型化が期待される。到来方

向推定を広域マルチラテレーションに適用すること

で、将来的な地上局削減等の低コスト化の可能性

を示した。 

到来方向推定による航空機位置情報（ADS-B）の

「なりすまし」対策技術を開発し、英文論文誌に採

録された。また、大阪・関西万博の空飛ぶクルマを

対象としたデータ収集実験も行い、脆弱性対策の

適用可能性を示した。 

ADS-Bの石垣島での整備が令和 7年度から開

始、国交省航空局への仕様策定支援および製造

メーカーへの技術移転を行った。レーダが届かな

い洋上空域等の監視を実現し、一層の安全性向

上が期待される。   

 

当該分野全体として、科学雑誌掲載論文:3編、査

読付き国際会議論文:11編、和文査読付き論文:1

編 

を製造する国内メーカーの海外展開にも資

することが期待される。 

〇空港用マルチ監視技術活用に関する研究で

は、ICAO監視パネルに ADS-Bのパラメー

タ設定に関わる文書改訂案を提出し採択さ

れたことから国際的にも価値が高い成果で

ある。 

〇SWIM による協調的意思決定支援情報サー

ビスの構築と評価に関する研究では、アジア

太平洋地域の１０か国間の連携実験を実施

し、運航関係者間で正確な時間情報をリアル

タイムに共有することで、離発着空港の運用

最適化が実現できた。開発した総合評価用

実験システムおよび実験用航空機を用いた

飛行実証実験の結果および技術の改良提

案をまとめ、ICAOに報告した。 

 

（萌芽的研究への対応） 

〇大規模・可動型スケールモデルの計測技術

として、ミリ波で 1000mmを超える広さで均一

に空間の位相を揃える技術を確立した。ま

た、出発時刻の予測に関する要素技術とし

て、エアライン間の負担・利得分配をより包

括的に評価可能にし、新環境での迅速なデ

ータ取得・シミュレーションを実施した。 

〇これらは先見性と機動性を持って将来的なニ

ーズに対応する先駆的な取組である。 

 

管制システムにおける時間管理に関する研

究において、運航効率指標を算出し、各空港お

よび路線の現状や傾向を可視化するなど国土

交通省の政策方針や社会ニーズに適合した社

会的価値の創出に貢献するとともに、空港用マ

ルチ監視技術活用に関する研究において、空

港面で複数の監視センサの情報を統合する方

法を開発し、従来手法に比べて安定した航跡

が表示されることを示すなど成果の科学的意

義についても十分大きく、大阪・関西万博の空

飛ぶクルマを対象としたデータ収集実験など成
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（２）航空管制

の高度化と環

境負荷の低減 

航空需要の

増大への対応

には定時性の

確保、環境負

荷の低減及び

次世代航空モ

ビリティの考

慮も重要な観

点である。こ

れを踏まえ、

飛行空域の効

率的な利用に

よる空域容量

の拡大、運航

の堅牢性や次

世代航空モビ

リティに対応し

た空域管理な

ど航空管制の

高度化等に関

する研究開発

に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）航空管制の高度化

と環境負荷の低減 

航空管制において、

空域容量の拡大、環境

負荷の低減や定時性

の確保が求められてい

る。それらを達成するた

めに、決定された経路

と時間から構成される

軌道を可能な限り計画

通りに飛行する軌道ベ

ース運用の導入が始ま

っており、さらなる推進

にはより柔軟な空域運

用など航空管制の高度

化が求められる。 

また、運航の堅牢性

や今後の次世代航空モ

ビリティ等の増加に対

応する新たな空域の管

理方法の開発が必要で

あり、特に混雑空港で

は遅延低減のための支

援技術の開発が必要で

ある。 

このため，以下の研

究開発を進める。 

①柔軟な空域運用・経

路設定、環境負荷の低

減、空域の有効活用、

悪天候などに対する運

航の堅牢性及び次世

代航空モビリティを考慮

した空域管理方法に関

する研究開発 

 

 

 

 

（２）航空管制の高度化と環境負荷の低減  

航空管制において、空域容量の拡大、環境負

荷の低減や定時性の確保が求められている。そ

れらを達成するために、決定された経路と時間

から構成される軌道を可能な限り計画通りに飛

行する軌道ベース運用の導入が始まっており、さ

らなる推進にはより柔軟な空域運用など航空管

制の高度化が求められる。 

また、運航の堅牢性や今後の次世代航空モビ

リティ等の増加に対応する新たな空域の管理方

法の開発が必要であり、特に混雑空港では遅延

低減のための支援技術の開発が必要である。 

このため、以下の研究開発を進める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①柔軟な空域運用・経路設定、環境負荷の低

減、空域の有効活用、悪天候などに対する運航

の堅牢性及び次世代航空モビリティを考慮した

空域管理方法に関する研究開発 

－空域運用や容量管理手法の調査を実施し現

状の課題を明確化する。また、空域関係者支

援ツール開発に向けた調査や分析を行う。 

－空港周辺における次世代航空モビリティの運

用を議論するために必要な，実現性の高い空

港周辺飛行のアーキテクチャをまとめ、文書を

 

（２）航空管制の高度化と環境負荷の低減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①柔軟な空域運用・経路設定、環境負荷の低減、空

域の有効活用、悪天候などに対する運航の堅牢

性及び次世代航空モビリティを考慮した空域管理

方法に関する研究開発 

○円滑な交通流のための柔軟な空域運用に関する

研究では、空域の上下分割運用に関するヒアリン

グの結果、管制および運航者の双方において業

務負荷が増大していることが確認された。さらに、

実績データを用いた分析により、主要路線の通過

パターンには季節変動が存在することが示され、

上下分割運用における課題が明確となった。これ

果が期待された時期に創出されている。また、

アジア太平洋地域における初期 SWIM基盤の

構築を主導的に進めることなど国際的な水準

に照らしても大きな意義があり、空港発着機の

混雑緩和を見据えた萌芽的研究にも対応して

おり、期待された以上の顕著な成果を挙げた。 

 

よって、期待された以上の顕著な成果を挙げ

たことから自己評価を A とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

 

28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）空港にお

ける運用の高

度化 

 

 

 

 

 

 

 

②出発機や到着機の

遅延低減を目的とした

混雑空港における航空

管制の高度化、管制支

援方法に関する研究開

発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）空港における運用

の高度化 

空港では、航空機が

安全かつ円滑に離着陸

発行する。またそのアーキテクチャ実現に向け

て必要な要素技術を評価する。 

－運航前の計画軌道調整に適する垂直方向の

悪天回避も加味した軌道生成技術を開発す

る。また、気象状況と管制作業量の関係性に

ついて解析する。 等  

 

②出発機や到着機の遅延低減を目的とした混雑

空港における航空管制の高度化、管制支援方法

に関する研究開発 

－時間管理の実現に必要となる高精度な軌道予

測方法を開発するため、軌道予測に関する運

用上の課題整理、空港周辺における到着機の

飛行速度分析、運航効率に関する指標値分析

を実施する。等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）空港における運用の高度化  

空港では、航空機が安全かつ円滑に離着陸

が行えるよう、航空管制、空港面管理業務が実

施されており、空港の運用を最適化するため、安

らの結果は、空域設計の改善余地を示唆するもの

である。 

飛行計画データを基に軌道を生成するツールを開

発に着手した。 

 

 

 

②出発機や到着機の遅延低減を目的とした混雑空

港における航空管制の高度化、管制支援方法に

関する研究開発 

○運航フェーズに応じた管制システムにおける時間

管理に関する研究では、管制システムの軌道予測

方法の調査とともに、予測誤差要因の寄与分析と

して、計画経路で計算した場合（従来条件）と実飛

行経路を用いて計算した場合（仮定条件）を比較

することで、飛行経路が予測に及ぼす影響を分析

した。経路が誤差へ与える影響を定量的に示した

ことで、通過予測時刻の平均値への影響は軽微で

あるが、精度向上が見られた。高精度な軌道予測

による時間管理の実現を通じて、航空便の遅延防

止が期待される。 

空港周辺における航空機の現在情報を DAPsデ

ータから取得し、到着時刻の予測誤差の傾向を調

べた。航空機の現在情報を活用出来れば、航空

便の遅延防止が期待される。 

ICAOの定める KPIのうち、主要空港や主要路線

を対象に滞留時間など５つの運航効率指標を算

出した。定量化により各空港および路線の現状や

傾向を可視化することで、改善対象が特定され、

効果的な運航効率改善施策の策定への貢献が期

待される。 

 

当該分野全体として、査読付き国際会議論文:7

編、和文査読付き論文:2編 

 

（３）空港における運用の高度化 
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空港では、

航空管制、空

港面管理等の

業務が実施さ

れており、新

技術を活用し

て業務を効率

化していくとと

もに、空港の

機能を最大限

発揮させるた

め、滑走路運

用の効率を高

める必要があ

る。このため、

管制塔の業務

を高度化する

技術、航空機

等の新たな監

視技術、柔軟

で環境負荷の

低い離着陸経

路の設定等に

関する研究開

発に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が行えるよう、航空管

制、空港面管理業務が

実施されており、空港

の運用を最適化するた

め、安全を確保したうえ

で施設の高度化によっ

て業務を効率化する技

術の開発が必要であ

る。 

また、空港周辺の山

岳や市街地への配慮

による空港運用の制約

に対応して、柔軟で環

境負荷の低い離着陸

経路を設定するととも

に、多くの航空機が離

着陸できるように滑走

路運用の効率を高める

ことが求められている。 

このため、以下の研

究開発を進める。 

①センサ等のデジタル

技術を活用して遠隔で

航空管制する技術、空

港周辺や空港面におけ

る航空機等の新たな監

視技術と性能評価に関

する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全を確保したうえで施設の高度化によって業務を

効率化する技術の開発が必要である。 

また、空港周辺の山岳や市街地への配慮によ

る空港運用の制約に対応して、柔軟で環境負荷

の低い離着陸経路を設定するとともに、多くの航

空機が離着陸できるように滑走路運用の効率を

高めることが求められている。 

このため、以下の研究開発を進める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①センサ等のデジタル技術を活用して遠隔で航

空管制する技術、空港周辺や空港面における航

空機等の新たな監視技術と性能評価に関する研

究開発 

－機械学習による画像認識技術の理解を深め、

リモートデジタルタワー技術の高度化のため

の新しい業務支援機能を検討する。また、光

学、非光学の各種センサ情報を活用していくた

めの各種システムの精度を評価することで、

新機能に必要な性能要件を導く。 

－空港周辺や空港面における複数の航空機監

視システムについて、昨年度に引き続き個々

の性能評価を行うと共に各種監視システムの

測位結果の統合技術の開発を進め、さらに監

視システムの性能評価手法についてとりまと

める。 

－ミリ波レーダの適用範囲拡大に向けた方式検

討、目標物種別・位置判定の悪天候・夜間対

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①センサ等のデジタル技術を活用して遠隔で航空管

制する技術、空港周辺や空港面における航空機

等の新たな監視技術と性能評価に関する研究開

発 

○空港用マルチ監視技術活用に関する研究では、

空港面における各監視センサの位置精度検証を

実施し、MLAT と ADS-Bを性能比較した結果、位

置精度は ADS-Bが MLATよりも優位である結果

を得た。 

空港面で複数の監視センサの情報を統合する方

法を開発し、高速時は MLAT、低速時は ADS-B

を利用することで、従来手法に比べて安定した航

跡が表示されることを示した。 

監視システムの性能評価のため、位置精度評価ソ

フトウェアを開発した。測位結果から停止中の航空

機を判別し、各センサの停止時間中の位置精度を

検証可能とした。当該ソフトウェアを国交省航空局
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（４）航空交通

を支える基盤

技術の開発 

 

 

 

 

②衛星航法を活用した

高度な進入着陸方式に

関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）航空交通を支える

基盤技術の開発 

航空交通を支えるシ

ステムは、通信・航法・

応、及び高精度化に向けて実データ分析を行

う。加えて、マルチスタティックセンサ構成によ

る性能向上法について方式検討を行う。等 

 

②衛星航法を活用した高度な進入着陸方式に関

する研究開発 

－ＳＲＡＰ（同一滑走路への第２エイミングポイン

ト）の同時設定における運用コンセプトを構築

するとともに、安全性評価の方向性を決定す

るための技術支援を行う。また、滑走路離脱

のパイロット支援に係る模擬実験を実施する。

等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）航空交通を支える基盤技術の開発  

航空交通を支えるシステムは、通信・航法・監

視や航空交通管理の機能から成り立っている。

これらの機能の向上に不可欠な基盤技術を発展

に技術移転することができた。この技術により、滑

走路進入警報の誤りを減らす事が期待される。 

 

 

②衛星航法を活用した高度な進入着陸方式に関す

る研究開発 

○飛行方式等に係る安全と効率に関する研究では、

ICAO SASPにおいて進められている最終進入時

の 2.5NM間隔基準の見直しの議論に先立ち、東

京国際空港を対象として、空港面監視データをも

とに到着機の滑走路占有時間および後続機との

時間間隔に基づく理論的な進入確率の評価モデ

ルを開発した。さらに、本モデルを用いて各滑走路

における進入確率の最大値を算出し、実データに

基づく定量的評価を実施した。これにより、到着機

における最終進入に関する間隔基準の短縮につ

いて、見直し検討する際の安全性を定量的に評価

分析ができ、このための安全性評価モデルも構築

提示できた。 

福岡ＦＩＲにおけるオフセット上昇・降下運用を対象

として、実運用データを用いた定量分析を実施し、

オフセット距離、実施時間、機体挙動、周辺のトラ

フィックとの距離関係などの運用特性を体系的に

整理した。洋上空域における通常の上昇・降下方

式に適用される時間制限（15分）のような運用条

件が存在しないため、方式の実施時間に一定の

ばらつきがあることが確認された。これらの分析結

果を国際会合（SASP、RASMAG-MAWG）において

提供し、現在設定されている 12NMオフセットの妥

当性の検討や、将来的なオフセットの距離短縮の

可能性に関する検討に資する知見を共有した。 

 

当該分野全体として、科学雑誌掲載論文:２編、査

読付き国際会議論文:11編 

 

（４）航空交通を支える基盤技術の開発 
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航空交通を

支えるシステ

ムの高度化に

資する基盤技

術の開発や技

術的課題の解

決が必要であ

る。このため、

航空交通にお

いてデジタル

化を促進する

ための基盤技

術及び航空機

との無線通信

を支える基盤

技術等に関す

る研究開発に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監視や航空交通管理

の機能から成り立って

いる。これらの機能の

向上に不可欠な基盤技

術を発展させるとともに

技術的課題の解決を進

めることで、将来におけ

る航空交通を支えるシ

ステムの高度化を実現

する必要がある。 

このため、以下の研

究開発を進める。 

①航空通信ネットワー

ク・サービスに必要な情

報共有管理技術・手法

などに関する研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②周波数共用、宇宙天

気現象が航空交通を支

えるシステムに与える

影響などの技術的課題

に関する研究開発 

 

させるとともに技術的課題の解決を進めること

で、将来における航空交通を支えるシステムの

高度化を実現する必要がある。 

このため、以下の研究開発を進める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

①航空通信ネットワーク・サービスに必要な情報

共有管理技術・手法などに関する研究開発 

－広域ＳＷⅠＭ（情報共有基盤）サービス構築技

術やＳＷⅠＭサービスアシュアランス技術など

の提案技術に対して、協調的意思決定を支援

する情報サービスの検証実験ならびに国際連

携実験による総合評価を通じて、技術改良を

図るとともに、成果の取りまとめを行う。 

－航空管制データ通信について、昨年度に実施

した性能要件の調査結果をもとに公衆通信網

を含む航空用通信制御方式を開発し、エミュレ

ータを用いた評価試験を行う。等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②周波数共用、宇宙天気現象が航空交通を支え

るシステムに与える影響などの技術的課題に関

する研究開発 

－電波高度計の安全を確保しながら、同一・隣

接周波数である５Ｇモバイルシステム等と周波

数を共用するため、機内持ち込み影響評価や

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①航空通信ネットワーク・サービスに必要な情報共

有管理技術・手法などに関する研究開発 

○SWIMによる協調的意思決定支援情報サービスの

構築と評価に関する研究では、空港・空域のリア

ルタイム情報を用いて運航関係者全員が連携・調

整を可能とする運用サービスを開発し、検証実験

により有効性を示した。これにより円滑な協調的意

思決定が可能となるとともに、外国の天候などの

制約を考慮した飛行計画の自動調整の可能性を

確認した。 

アジア太平洋地域の 10か国間の連携実験を実施

し、運航関係者間で正確な時間情報をリアルタイ

ムに共有することで、離発着空港の運用最適化が

実現できた。 

開発した総合評価用実験システムおよび実験用

航空機を用いた飛行実証実験の結果および技術

の改良提案をまとめ、ICAOに報告した。 

本研究の成果が活用され、2025年度に国内地上

SWIMの試験運用と初期サービスが国交省航空

局により開始された。 

 

②周波数共用、宇宙天気現象が航空交通を支える

システムに与える影響などの技術的課題に関する

研究開発 

○磁気低緯度地域における GNSS性能向上及び性

能評価技術高度化に関する研究では、改良 3次

元電離圏トモグラフィにより日本上空の電離圏擾
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電磁干渉数値解析評価法の有効性確認、結

果の取りまとめを行う。 

－航空用Ｌ帯における通信・航法・監視システム

共用のためＬ帯を用いた新しい航空無線通信

システムが、航法機器や監視機器に与える影

響を評価する。 

－宇宙天気情報を活用した衛星航法システムの

性能向上技術を提案する。等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

乱の空間構造を解明し、データのグリッド化手法を

開発した。これにより南西諸島の精密進入におい

て衛星航法が使える時間が増え、就航率の向上

が期待できる。 

電離圏勾配の連続監視技術について国交省航空

局への技術移転を行った。ICAO特別会合

（GBAS/SBAS ITF）において東南アジア向け

SBAS導入ガイダンスを完成させた。ネパールの

GBAS導入に向けた電離圏環境解析の技術指導

を行った。 

 

当該分野全体として、科学雑誌掲載論文:7編、査

読付き国際会議論文:5編、表彰:1件 

 

 

 

 

  

４．その他参考情報 

特になし 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５ 研究開発成果の社会への還元 

関連する政策・施

策 

 当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

 

当該項目の重要

度、難易度 

【重要度：高】 行政への支援や他機関との連携及び協力等による研

究所の研究開発成果の社会への還元は、国土交通省の政策目標の

実現に不可欠であるため。 

関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 Ｒ５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度  Ｒ５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

発表会の実施件数 9回 9回 11回 10回             

一般公開・公開実験回数 8回 8回 11回 14回             

現場や基準等に反映された研究成果数 － 29件 19件 12件             

行政からの受託件数 － 75件 74件 74件             

行政等が設置する技術委員会への参加件数 － 500人 653人 646人             

研修講師派遣数  69人 44人 66人             

災害派遣件数 － 10回 6回 2回             

 事故原因分析件数 － 1回 2回 1回             

 産業界・学界との共同研究等の実施件数 － 154件 152件 149件             

 産業界からの受託研究の実施件数 － 137件 133件 145件             

 国や民間企業との人事交流 － 99人 97人 96人             

 大学等教育・研究機関との人事交流実績  60人 79人 81人             

 外部委員会への参画件数 － 540人 521人 389人             

 産業界への技術移転や実用化に結びついた研究成果事例 － 19件 8件 8件             

 研究者派遣の実施件数  68件 51件 58件             

 特許・プログラム等の知的財産の出願等件数 － 22件 46件 34件             

 マスコミでの紹介件数 － 241件 196件 266件             
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究所は、

上記１．～４．

における研究

開発成果を活

用し、行政へ

の技術的支

援、他機関と

の連携及び協

力等を通じて

我が国全体と

しての研究成

果を最大化す

るため、次の

事項に取り組

む。 

 

（１）技術的政

策課題の解決

に向けた対応 

上記１．～

４．における研

究開発成果

を、脱炭素

化、ＤＸ、持続

可能なインフ

ラ メインテナ

ンスなどの国

が進めるプロ

ジェクト等へ

の支援、海上

輸送の安全確

保・海洋環境

の保全等に係

る基準や港湾

の施設に係る

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）技術的政策課題

の解決への対応 

①国が進めるプロジェ

クト等への支援 

  国等がかかえる政

策課題解決に向けた

研究開発はもとより、

国等が設置する技術

委員会への参画、国

等が実施する新技術

の評価業務支援等、

政策課題の解決に対

応することにより、持

続可能なインフラメン

テナンス、脱炭素化、

ＤＸ等の国が進めるプ

ロジェクトや計画等の

実施に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）技術的政策課題の解決に向けた対応 

①国が進めるプロジェクト等への支援 

  国等がかかえる政策課題解決に向けた研究開

発はもとより、国等が設置する技術委員会への参

画、国等が実施する新技術の評価業務支援等、政

策課題の解決に対応することにより、持続可能なイ

ンフラメンテナンス、脱炭素化、ＤＸ等の国が進める

プロ ジェクトや計画等の実施に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．評価軸 

○政策課題の解

決に向けた取組

及び現場や基

準等への還元

がなされている

か。 

○そのための、行

政機関との意思

疎通が的確にな

されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）技術的政策課題の解決に向けた対応 

①国が進めるプロジェクト等への支援 

  ○国交省本省、地方整備局等の行政機関からの受

託研究を 74件実施し、行政機関が設置する技術委

員会等の委員として研究者を延べ 646名派遣し、国

等が抱える技術課題の解決に対応した。 

  ○海事行政では「自動運航船検討会」「内航カーボ

ンニュートラル推進に向けた検討会」に引き続き研

究者を派遣した。 

  ○港湾行政では「港湾ロジスティクスワーキンググ

ループ」に委員として研究者を派遣した。 

  ○航空行政では、国際協力機構（JICA）が進めるネ

パール・トリブバン国際空港の航空管制業務改善プ

ロジェクトにおいて GBAS（地上直接送信型衛星航

法補強システム）指導のための専門家として研究者

を派遣した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

 

評定：Ａ  

  

年度計画は数値目標含めて全て

達成した。 令和 7年度における主

な評価軸の達成状況は以下のとお

り。 

また、特筆すべき事項は下記のと

おり。 

 

国や公益法人等が実施する新技術

の評価業務支援では、受託研究を

74件実施し、行政機関が設置する

技術委員会等の委員として研究者

を延べ 646名派遣した。また、航空

行政では電子研の GBAS（地上直

接送信型衛星航法補強システム）

が、国際協力機構(JICA)が進めるネ

パール・トリブバン国際空港の航空

管制業務改善プロジェクトの電離圏

環境評価の指導のため、研究者を

派遣した。 

基準・ガイドライン等の策定では、港

空研は港湾工事の脱炭素化に向け

た低炭素材料の開発において、開

発された CO₂吸収型となるカルシア

改質土の活用方法や活用時の効果

をガイドラインにまとめ、併せて同手

法を用いた CO₂吸収型のコンクリー

評定  
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技術基準及び

ガイドライン、

航空交通の安

全等に係る基

準等の策定な

どに反映する

ことにより、技

術的政策課題

の解決を支援

する。このた

め、技術的政

策課題や研究

開発ニーズの

把握に向け

て、行政機関

等との密な意

思疎通を図る

とともに、社会

情勢の変化等

に伴う幅広い

技術的政策課

題や迅速な対

応が求められ

る研究開発ニ

ーズに、機動

的かつ的確に

対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②基準・ガイドライン

等の策定 

  研究所の研究開発

成果を活用し、海上輸

送の安全確保・海洋

環境の保全等に係る

基準や港湾の施設に

係る技術基準・ガイド

ライン、航空交通の安

全等に係る基準等の

策定や改定を技術的

観点から支援する。 

 

 

 

 

 

③行政機関等との密

な意思疎通 

  研究計画の策定に

あたっては、ニーズの

把握のため行政機関

等と密な意思疎通を

図り、研究の具体的

な内容を検討するとと

もに、必要に応じて民

間企業と連携を図り

つつ、社会実装が可

能で実用性の高い成

果を目指す。 

  国、地方公共団体

等の技術者を対象と

した講演の実施、研

修等の講師としての

研究者の派遣や受け

入れにより、技術情報

の提供及び技術指導

を行い、行政機関等

②基準・ガイドライン等の策定 

  研究所の研究開発成果を活用し、海上輸送の安

全確保・海洋環境の保全等に係る基準や港湾の施

設に係る技術基準・ガイドライン、航空交通の安全

等に係る基準等の策定や改定を技術的観点から支

援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③行政機関等との密な意思疎通 

  研究計画の策定にあたっては、ニーズの把握の

ため行政機関等と密な意思疎通を図り、研究の具

体的な内容を検討するとともに、必要に応じて民間

企業と連携を図りつつ、社会実装が可能で実用性

の高い成果を目指す。 

  国、地方公共団体等の技術者を対象とした講演

の実施、研修等の講師としての研究者の派遣や受

け入れにより、技術情報の提供及び技術指導を行

い、行政機関等への研究成果の還元を積極的に推

進する。 

  その他、社会情勢の変化等に伴う幅広い技術的

政策課題や突発的な研究開発ニーズに、機動的か

つ的確に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．評価指標 

○現場や基準等

に反映された研

究成果の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○行政機関との意

思疎通に関する

取組の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 基準・ガイドライン等の策定 

  ○行政機関の基準やガイドラインに反映された研

究成果は 9件、現場に反映された研究成果 3件と

安全強化等に貢献した。 

  ○海技研では知床遊覧船事故の再発防止基準策

定に関連し、「小型船舶の実海域速力低下に関する

解析」を実施し、再発防止基準の適用船舶決定に資

する技術資料を提供し、再発防止基準策定に大きく

貢献した。 

  ○港空研では港湾工事の脱炭素化に向けて、CO₂

吸収型となるカルシア改質土を開発し、その活用方

法や効果をガイドラインとしてとりまとめた。あわせて

同様の手法を用いた CO₂吸収型のコンクリートも開

発した。 

  ○電子研では将来の航空交通システムに関する

「CARATS長期ビジョン 2040」の策定に貢献した。 

 

③ 行政機関等との密な意思疎通 

  ○国交省本省、地方整備局等の行政機関との意見

交換を通じて、技術的課題や研究開発ニーズ等の

情報収集に努めた。 

  ○行政の技術者等を対象とした、講演会（4地域）

の実施や、研修会や講習会において研究者を講師

等として延べ 66名を派遣するなど、最新の研究情

報を共有し、研究成果の還元に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トも開発した。海技研では知床事故

の再発防止に向け、小型船舶の速

力低下解析を実施し、基準策定に

大きく貢献した。電子研では将来の

航空交通システムに関する

「CARATS長期ビジョン 2040」の策

定に貢献するなど顕著な成果を示し

た。 

早急に取り組むべき災害や海難事

故等への技術的支援では、青森県

東方沖地震(R7.12.8)において、長期

観測の強震観測網を用いて即時に

地震動指標(PSI値等)を解析し、過

去地震と比較した結果、2011年東

北地方太平洋沖地震と同程度の地

震動で被害の可能性があることを国

交省や東北地方整備局に迅速に共

有し、地震被害調査に貢献した。 

研究所及び研究成果を幅広く認知

してもらう活動では、様々な活動を

805件実施し、職員を延べ 1,281人

動員した結果、参加者は 13,707人

にのぼるなど、期待された以上の顕

著な成果を挙げた。 

 

以上により評価を A とする。 
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（２）災害及び

海難事故発生

時の対応等に

おける技術的

な貢献 

  沿岸域の災

害における調

査や、災害の

発生に伴い緊

急的に求めら

れる技術的な

対応を迅速に

実施し、被災

地の復旧を支

援するととも

に防災に関す

る知見やノウ

ハウの蓄積を

図り、防災・減

災の取組を推

進する施策等

への支援を行

う。また、沿岸

自治体の防災

活動の支援や

沿岸住民への

啓発活動な

ど、ソフト面の

事前対策強化

も支援する。 

への研究成果の還元

を積極的に推進する。 

  その他、社会情勢

の変化等に伴う幅広

い技術的政策課題や

迅速な対応が求めら

れる研究開発ニーズ

に、機動的かつ的確

に対応する。 

 

（２）災害及び海難事

故発生時の対応等に

おける技術的な貢献 

  沿岸域の災害にお

ける調査や、災害の

発生に伴い緊急的に

求められる技術的な

対応を迅速に実施し、

被災地の復旧を支援

するとともに防災に関

する知見やノウハウ

の蓄積を図り、防災・

減災の取組を推進す

る施策等への支援を

行う。 

  具体的には、国内

で発生した災害時に

おいて、国土交通大

臣からの指示があっ

た場合、または研究

所が必要と認めた場

合に、被災地に研究

者を派遣することによ

り、被災状況の把握、

復旧等に必要な技術

指導等を迅速かつ適

切に行う。また、研究

所で作成した災害対

応マニュアルに沿った

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）災害及び海難事故発生時の対応等における技

術的な貢献 

  沿岸域の災害における調査や、災害の発生に伴

い緊急的に求められる技術的な対応を迅速に実施

し、被災地の復旧を支援するとともに防災に関する

知見やノウハウの蓄積を図り、防災・減災の取組を

推進する施策等への支援を行う。 

  具体的には、国内で発生した災害時において、

国土交通大臣からの指示があった場合、または研

究所が必要と認めた場合に、被災地に研究者を派

遣することにより、被災状況の把握、復旧等に必要

な技術指導等を迅速かつ適切に行う。また、研究所

で作成した災害対応マニュアルに沿った訓練を行う

とともに、その結果に基づいて当該マニュアルの改

善を行う等、緊急時の技術支援に万全を期する。加

えて、沿岸自治体の防災活動の支援や沿岸住民へ

の啓発活動など、ソフト面の事前対策強化も支援す

る。 

  さらに、重大な海難事故等が発生した際には、研

究所の持つ豊富な技術的知見や施設を活用して事

故原因を分析するとともに、国等における再発防止

のための対策立案への支援を行う。 

  これらに加えて、突発的な災害や海難事故の発

生時には、必要に応じて予算や人員等の研究資源

の配分を適切に行い、機動的かつ的確に対応す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．評価軸 

○自然災害・事故

時において迅速

な対応がなされ

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．評価指標 

○自然災害や事

故における対応

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）災害及び海難事故発生時の対応等における技術

的な貢献 

① 沿岸域の災害における調査や復旧支援 

〇R7.12.8青森県東方沖地震(M7.5)においては、1962

年以来の長期にわたり観測している強震観測網用

いて即時に PSI値やフーリエスペクトルを解析し、

過去地震と比較した結果、2011年東北地方太平洋

沖地震と同程度の地震動で被害の可能性があるこ

とを国土交通省、東北地方整備局に迅速に共有し、

地震被害調査に貢献した。 

〇また、内閣府 BRIDGE事業において、港湾施設の

利用可否判断の迅速化に向け、情報基盤システム

での評価・結果表示の検討や、CyberPort（防災情

報サブシステム）との連携整理、実装に向けた情報

共有・意見収集を行った。 

 

② 地震・津波防災訓練等の実施 

〇海技研では、放射性物質の海上輸送中の事故に備

え、早期の体制構築と国土交通省との連携強化を

目的として、原子力防災訓練(R8.1)を合同で実施し

た。 

〇港空研では、南海トラフ地震等の広域災害におい

て、港湾施設の利用可否判断を行うための防災訓

練を中部地方整備局(R7.7)、九州地方整備局

(R7.11)、横須賀市(R7.12)と実施した。 

〇他、海技研にて緊急地震速報訓練、港空研・電子研

にて安否確認訓練を実施した。 

 

 

③ 重大な海難事故等への対応 
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  さらに、海

難事故等の原

因分析及び再

発防止のため

の適切な対策

立案を支援す

る。 

  これらに加

えて、突発的

な災害や海難

事故等の発生

時には、必要

に応じて予算

や人員等の研

究資源の配分

を適切に行

い、機動的か

つ的確に対応

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）研究の中

核機関として

の役割強化 

  研究所の優

れた研究成果

を社会に還元

するために、

学術的なシー

ズを有する大

学や産業的な

ニーズを有す

る民間企業

訓練を行うとともに、

その結果に基づいて

当該マニュアルの改

善を行う等、緊急時の

技術支援に万全を期

する。加えて、沿岸自

治体の防災活動の支

援や沿岸住民への啓

発活動など、ソフト面

の事前対策強化も支

援する。 

  さらに、重大な海難

事故等が発生した際

には、研究所の持つ

豊富な技術的知見や

施設を活用して事故

原因を分析するととも

に、国等における再

発防止のための対策

立案への支援を行う。 

  これらに加えて、突

発的な災害や海難事

故の発生時には、必

要に応じて予算や人

員等の研究資源の配

分を適切に行い、機

動的かつ的確に対応

する。 

 

（３）研究の中核機関

としての役割強化 

  研究所の優れた成

果を社会に還元する

ために、学術的なシー

ズを有する大学や産

業的なニーズを有す

る民間企業等、あるい

は他の国立研究開発

法人等との共同研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）研究の中核機関としての役割強化 

  研究所の優れた成果を社会に還元するために、

学術的なシーズを有する大学や産業的なニーズを

有する民間企業等、あるいは他の国立研究開発法

人等との共同研究、受託研究、技術研究組合の活

用のほか、政府出資金を活用した委託研究、人事

交流、研究所からの研究者派遣等の取組を推進す

る。 

  また、研究所の大型試験設備、人材、蓄積された

基盤技術を核として、研究開発のネットワークを形

成することによりハブの役割を担い、研究開発成果

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．評価軸 

○技術シーズの産

業界への活用

のために、研究

の中核機関とし

ての取組を的確

に実施している

か。 

○国内の研究機

関等と十分に連

〇海技研の海難事故解析センターは、国交省による

船舶事故の原因究明や安全対策の 7つの委員会

への参画や運輸安全委員会と事故再発防止策の

研究を継続している。令和 7年度は 7つの委員会

に対し 2名の役職員が出席し、再発防止策の実施

状況の確認ならびに実効性担保等に係る審議に貢

献した。 

〇電子研では、羽田空港航空機衝突事故を踏まえ、

国交省が設置した委員会が提言した対策のうち「デ

ジタル技術等の更なる活用に向けた調査・研究」に

関して、3件を受注し調査・研究を進めることで再発

防止に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）研究の中核機関としての役割強化 

① 民間企業等との共同研究・受託研究の取り組み 

〇産業界・学界との共同研究を 149件、産業界からの

受託研究 145件を実施することにより、研究成果の

活用促進を図るとともに、研究成果の質の向上、実

用化を加速した。 

〇海技研は、㈱ウェザーニューズのシステムに開発し

た VESTAを組み込み、実海域性能に基づく最適運

行で燃費等を高精度推定し、5%の GHG排出削減

（海運全体の 0.5％削減）に貢献した。 
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等、あるいは

他の国立研究

開発法人等と

の共同研究、

受託研究、技

術研究組合の

活用のほか、

政府出資金を

活用した委託

研究、人事交

流、研究所か

らの研究者派

遣等の取組を

推進する。 

  また、研究

所の大型試験

設備、人材、

蓄積された基

盤技術を核と

して、研究開

発のネットワ

ークを形成す

ることによりハ

ブの役割を担

い、研究開発

成果を国全体

として社会実

装に結び付け

るため、陸上

交通など他の

交通モードと

の接続も含め

た観点から関

係機関との連

携強化に努め

る。 

 

究、受託研究、技術

研究組合の活用のほ

か、政府出資金を活

用した委託研究、人

事交流、研究所から

の研究者派遣等の取

組を推進する。 

  また、研究所の大

型試験設備、人材、

蓄積された基盤技術

を核として、研究開発

のネットワークを形成

することによりハブの

役割を担い、研究開

発成果を国全体とし

て社会実装に結び付

けるため、陸上交通な

ど他の交通モードとの

接続も含めた観点か

ら関係機関との連携

強化に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を国全体として社会実装に結び付けるため、陸上交

通など他の交通モードとの接続も含めた観点から

関係機関との連携強化に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）研究成果の積極的な広報・普及 

携・協力してい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

２．評価指標 

○産学官連携に

関する取組の状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇港空研は、北見工業大学等と共同で研究開発を行

った高精度水中音響測位システムが優れた技術開

発業績を挙げたことが評価され、海洋音響学会

2024年度業績賞を受賞した（令和７年５月）。 

〇電子研は、ソフトバンク㈱と成層圏プラットフォーム

(High Altitude Platform Station: HAPS)の上昇飛行

シミュレーション手法を開発し、制限空域の評価フレ

ームワークを構築した。 

 

② 産学官・学会との人事交流、関係機関との連携強

化 

○人事交流については、国や民間と 96人、大学や研

究機関と 81人を実施した。また、国内からの研修

生・インターン生 44名の受入れを実施し、研究所の

存在意義向上、関連業界の技術力の底上げに貢献

した。 

○海技研は、海事産業界への人材育成として、若手

研究員及び若手技術者が船舶海洋工学の基礎知

識を短期集中で取得することを目的とした「船舶海

洋工学研修」を開催した。会場・WEBあわせて 85

名が 14日間の講義に参加した。 

 ○港空研は、SBIR（Small/Startup Business 

Innovation Research）制度に基づき、国交省が実施

する「SBIRフェーズ 3基金事業」の支援法人の一つ

に指定され、令和 5年度より支援活動を行ってい

る。令和 7年度は「ドローンを活用した港湾施設の点

検・調査効率化に関する技術開発・実証」など計 10

件の支援を引き続き実施した。 

 ○電子研は、将来の航空交通システムに関する長

期ビジョン(CARATS)を推進する協議会および参加

の会議体へ参加し、CARATSの実現に向けた検討・

議論を積極的に実施し、航空交通分野における研究

開発の推進に大きく貢献している。 
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（４）研究成果

の積極的な広

報・普及 

  研究発表

会、講演会、

広報誌やパン

フレット等の発

行、研究所の

一般公開や施

設見学の実

施、ホームペ

ージ掲載等の

多様なツール

を活用し、研

究成果の迅速

な社会還元や

共同研究の促

進のための情

報発信や、研

究活動の理解

促進のための

一般国民に向

けた広報、学

術誌への投稿

等を通じた学

術的進展への

貢献等を積極

的に行う。ま

た、これらの

活動を通じて

効果的な情報

交換や技術動

向の把握等に

努め、更なる

研究活動の発

展につなげ

る。 

  研究所が保

有する知的財

（４）研究成果の積極

的な広報・普及 

  研究発表会、講演

会、広報誌やパンフレ

ット等の発行、研究所

の一般公開や施設見

学の実施、ホームペ

ージ掲載等の多様な

ツールを活用し、研究

成果の迅速な社会還

元や共同研究の促進

のための情報発信

や、研究活動の理解

促進のための一般国

民に向けた広報、学

術誌への投稿等を通

じた学術的進展への

貢献等を積極的に行

う。また、これらの活

動を通じて効果的な

情報交換や技術動向

の把握等に努め、更

なる研究活動の発展

につなげる。 

  研究所が保有する

知的財産権について

は、その有用性等を

考慮し、コストを意識

した管理を行いつつ

知的財産の活用促進

を図るとともに、技術

のグローバル化に向

けた国際特許の取得

を戦略的に推進する。

また、研究所の知的

財産を広く社会に還

元し、研究成果の社

会実装に貢献するた

め、ホームページの

  研究発表会、講演会、広報誌やパンフレット等の

発行、研究所の一般公開、施設見学の実施、ホー

ムページ掲載等の多様なツールを活用し、研究成

果の迅速な社会還元や共同研究の促進のための

情報発信や、研究活動の理解促進のための一般国

民に向けた広報、学術誌への投稿等を通じた学術

的進展への貢献等を積極的に行う。本年度期間中

に研究発表会を９回以上、一般公開及び公開実験

を８回以上実施する。 

  また、これらの活動を通じて効果的な情報交換や

技術動向の把握等に努め、更なる研究活動の発展

につなげる。 

  研究所が保有する知的財産権については、その

有用性等を考慮し、コストを意識した管理を行いつ

つ知的財産の活用促進を図るとともに、技術のグロ

ーバル化に向けた国際特許の取得を戦略的に推進

する。また、研究所の知的財産を広く社会に還元

し、研究成果の社会実装に貢献するため、ホームペ

ージの活用等により保有特許の利用促進を図る。 

 

 

１．評価軸 

○一般社会から理

解が得られるよ

う、研究開発成

果等をわかりや

すく発信してい

るか。 

○研究開発成果

の迅速な社会還

元や共同研究

の促進のために

行政等に向けた

情報発信が的

確になされてい

るか。 

 

 

 

 

 

２．評価指標 

○発表会の実施

件数 

○一般公開・公開

実験回数 

○行政等に向けた

情報発信の取

組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．評価軸 

○知的財産権を適

切に取得、管

（４）研究成果の積極的な広報・普及 

① 情報発信 

〇研究発表会や講演会はうみそら研全体で目標 9回

に対して 10回実施し、目標を達成した。 

〇海技研では「海技研の研究開発と社会実装の進展」

をテーマに研究発表会を開催し、今後の展望やトピ

ック等を 10件報告し、ポスター発表を 19件実施し

た(参加者 256名)。他、大型キャビテーション試験

水槽 50周年記念講演会(参加者 125名)、海上技

術安全研究所講演会(参加者 289名)を開催した。 

〇港空研では「洋上風力と予防保全」をテーマに風・

波・地震の連成を踏まえた洋上風力発電施設の応

答解析や新たな小型波浪計の開発と今後の展望等

を紹介した(参加者 270名)。 

〇電子研では「GBASの実用化と今後の展望」をテー

マに航空交通管理や航法システム、監視通信シス

テムに関する発表を計 10件報告した(参加者 536

名)。 

 

 

② 広報の充実 

〇一般公開及び公開実験はうみそら研全体で目標 8

回に対して 14回実施し、目標を達成した。 

〇海技研と電子研は、交通安全環境研究所と合同で

一般公開を開催し、水槽施設を使用した波のダンス

ショーや測位衛星の電波を利用したイベント等をわ

かりやすく紹介した(来場者 5,394名)。 

〇港空研は、久里浜地区として国総研と合同で一般

公開を開催し、津波・高潮のシミュレーション映像や

地震の揺れや液状化の再現実験、水中ロボット等

を子供にもわかりやすく紹介した(来場者 514名)。 

〇また、3研究所は年間を通じて、国等や民間企業、

学校等からの施設見学希望に対して、社会的役割等

を広く理解してもらう機会と捉えて積極的に受け入れ

た(計 117件,1,544名)。 

 

③特許の適切な管理・活用の取り組み 
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産権について

は、その有用

性等を考慮

し、コストを意

識した管理を

行いつつ知的

財産の活用促

進を図るととも

に、技術のグ

ローバル化に

向けた国際特

許の取得を戦

略的に推進す

る。また、研究

所の知的財産

を広く社会に

還元し、研究

成果の社会実

装に貢献する

ため、ホーム

ページの活用

等により保有

特許の利用促

進を図る。 

 

 

 

活用等により保有特

許の利用促進を図

る。 

 

理、活用してい

るか。 

 

２．評価指標 

○知的財産権の

取得、管理、活

用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇研究開発活動で得られた新たな知見に関する特許

等の取得は積極的に推進しており、うみそら研全体

では出願 34件、取得 28件であった。 

〇保有する特許や技術計算プログラム等は、社会基

盤整備への迅速で積極的な利用促進に向けて、ホ

ームページでの公開や独立行政法人工業所有権情

報・研修館の開放特許情報データベースでの公開

等で広範な普及に努めている。令和 7年度の特許

使用許諾は 20件、プログラム等の著作権使用許諾

は 90件であった。 

〇研究開発における知財戦略の構築や強くて役に立

つ特許の創出、および知財取得のモチベーション向上

等を目的として毎年研修を行っており、令和 7年度は

「知財基礎研修」を実施した。 

 

  

４．その他参考情報 

特になし 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―６ 戦略的な国際活動の推進 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】 研究所による研究開発の成果を活用して戦略的に国際

活動を推進することは、国土交通省の政策目標実現に不可欠であるた

め。 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度  R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 

国際基準・国際標準に係る会

議参加数 

76人回 181人回 15７人回 156人回             

国際ワークショップ等国際会

議の主催・共催回数 

3回 7回 9回 6回             

研究成果が反映された国際

基準・国際標準に係る提案文

書数 

－ 65件 65件 93件             

国際会議・ワークショップ等に

おける発表数 

－ 232件 223件 225件             

海外機関への研究者の派遣

数 

－ 1人 4人 5人             

海外の災害における研究者

の派遣数 

－ 0回 0回 0回     
 

       

海外機関からの研究者、研修

員等の受入れ数 

－ 6人 10人 8人             

研究者の国際協力案件従事

回数 

－ 11回 8回 2回             
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究所は、上記１．～

４．における研究開発

成果を活用し、国際基

準・国際標準 策定へ

の積極的な参画や海

外機関との連携を通じ

て我が国の技術及び

システムの 国際的な

普及を図る等の戦略

的な国際活動を推進

するため、次の事項に

取り組む。 

 

（１）国際基準化、国際

標準化への貢献  

研究計画の企画立

案段階から研究成果

の国際基準・標準化を

念頭に、国際的な技

術開発動向及び我が

国の技術の海外展開

を踏まえつつ研究を

実施するとともに、国

際海事機関（ＩＭＯ）、

国際民間航空機関（Ｉ

ＣＡＯ）、国際標準化

機構（ＩＳＯ）、国際航

路協会（ＰＩＡＮＣ）等へ

の国際基準案の提案

書作成等に対し、引き

続き積極的に関与す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国際基準化、国際

標準化への貢献  

研究計画の企画立

案段階から研究成果

の国際基準・標準化を

念頭に、国際的な技術

開発動向及び我が国

の技術の海外展開を

踏まえつつ研究を実施

するとともに、国際海事

機関（ＩＭＯ）、国際民間

航空機関（ＩＣＡＯ）、国

際標準化機構（ＩＳＯ）、

国際航路協会（ＰＩＡＮ

Ｃ）等への国際基準案

等の提案書作成に対

し、引き続き積極的に

関与する。また、我が

国の提案実現のため、

国際会議の審議に参

画し、技術的なサポー

トを実施するとともに、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国際基準化、国際標

準化への貢献  

研究計画の企画立案段

階から研究成果の国際基

準・標準化を念頭に、国際

的な技術開発動向及び我

が国の技術の海外展開を

踏まえつつ研究を実施す

るとともに、国際海事機関

（ＩＭＯ）、国際民間航空機

関（ＩＣＡＯ）、国際標準化

機構（ＩＳＯ）、国際航路協

会（ＰＩＡＮＣ）等への国際

基準案等の提案書作成に

対し、引き続き積極的に関

与する。 

特に本年度は、海上交

通の分野においては、船

舶に係る海上安全に関す

る基準等の策定並びに海

洋環境に係る国際基準化

の活動に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．評価軸 

 

（１）国際基準化、国際

標準化への貢献 

○国際基準及び国際

標準の策定において、

十分な貢献がなされて

いるか。 

 

（２）海外機関等との連

携強化 

○海外の研究機関や

研究者等との幅広い交

流・連携において、先

導的・主導的な役割を

担っている 

か。 

 

２．評価指標 

（１）国際基準化、国際

標準化への貢献 

○国際基準・国際標準

に係る会議参加数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国際基準化、国際標準化への貢献 

○国際海事機関（IMO）、国際民間航空機関

（ICAO）、国際標準化機構（ISO）等における国際

基準化、標準化に係わる会議へ積極的に参加

し、目標である 76人回を上回る 156人回が参

画した。 

○令和 7年度においては日本からの IMOへの提

案文書 25本について海上技術安全研究所が作

成に関与し大きな貢献を果たした。 

○汚染防止及び対応小委員会第 13回会合

(IMO/PPR 13)および化学物質の安全/環境汚染

危険性の査定に係る作業部会第 31回会合

（IMO/ESPH1）へ参画し、MARPOL条約附属書

Ⅱの改正の審議を担当し、化学物質の安全及び

汚染危険性を考慮した運送要件策定に貢献し

た。 

○ISOにおいては、国際標準化機構/船舶及び海

洋技術専門委員会/海洋環境保護分科委員会/

船底防汚システム（ISO/TC 8/SC2/WG5）のプロ

ジェクトリーダーとして審議を主導し、船底防汚

塗料の褐藻に対する防汚効果評価法を世界で

初めて標準化し、国際規格の策定に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

根拠： 

IMOにおいては、研究成果等に基づく 25

本の提案文書等の策定や、化学物質の

安全及び汚染危険性を考慮した運送要

件策定に貢献した。ISOにおいては、プロ

ジェクトリーダーとして、船底防汚塗料の

褐藻に対する防汚効果について世界で

初めて標準化された国際規格の策定に

貢献した。IAEAにおいては、各種委員会

等で議長として中心的役割を努め、基準

改定の最終化を主導した。ICAOにおい

ては、各種専門家会議のリーダー等を務

め、会議運営に積極的に関与したほか、

アジア太平洋地域の管制機関を接続す

るシステムの実証実験を主導した。

PIANCにおいては、直立防波堤に関する

ガイドラインの改定に貢献した。さらに、

研究員の海外派遣や国際ワークショップ

等の開催を行い、海外機関との連携も着

実に強化することができた。 

 

評定  
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会議の運営にも積極的

に関与する。  

さらに、主要国関係

者に我が国提案への

理解醸成を図るため、

戦略的な活動を行うと

ともに、我が国が不利

益を被ることがないよ

う、我が国への影響及

び適合性について技術

的な検討を行うなど、

他国の提案についても

必要な対応を行う。  

このような国際的な

活動を通じて、海外情

報の継続的な収集・蓄

積を行うことで、標準化

動向や最新の技術動

向を研究開発に反映さ

せる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港湾・空港整備の分野

においては、港湾や航路

等の施設整備に関する国

際的な技術指針（ガイドラ

イン）の策定等に貢献す

る。 

電子航法の分野におい

ては、次世代の航空交通

システムに係る国際基準

の提案、検証、策定など、

国際標準化の活動に貢献

する。 

また、我が国の提案実

現のため、本年度計画期

間中に国際会議の審議に

のべ 76（人回）以上参画

し、技術的なサポートを実

施するとともに、会議の運

営にも積極的に関与す

る。 

さらに、主要国関係者に

我が国提案への理解醸成

を図るため、戦略的な活

動を行うとともに、我が国

が不利益を被ることがな

いよう、我が国への影響

及び適合性について技術

的な検討を行うなど、他国

の提案についても必要な

対応を行う。 

このような国際的な活

動を通じて、海外情報の

継続的な収集・蓄積を行う

ことで、標準化動向や最

新の技術動向を研究開発

に反映させる。 

 

 

 

（２）海外機関等との連

携強化 

○国際ワークショップ

等国際会議の主催・共

催回数 

○海外に対する技術支

援等の活動状況 

○IAEA（原子力機関）の TRANSSC（輸送安全基準

委員会）にて、国内関係者の意見を集約し我が

国の副代表として審議に貢献した。また、TTEG-

OM（輸送実務）の議長を務めており、

IMO/CCC/E&T39から IAEAに提出された放射

性物質の積載制限に関する質問事項への回答

案の作成に貢献した。引き続き、我が国副代表

及び TTEG-OM議長として、IAEA等での放射性

物質安全輸送のための活動に取り組んでいく。 

○PIANC（国際航路協会）の MarCom（海港委員

会）、EnviCom（環境委員会）、さらに若手技術者

を対象とした YP-Com（若手技術者委員会）への

日本代表として研究者が参加したほか、令和 6

年度に続き、直立防波堤のガイドラインの更新

に貢献するなど、戦略的な国際活動の推進に重

要な役割を果たしている。 

○ICAO・RTCA・EUROCAE等においては、68本の

提案文書等を提出し、国際基準の策定に貢献し

た。 

○RTCAや EUROCAE米国／欧州の非営利団

体。航空に関する技術基準作成や提言等を行

う）における活動にも貢献するよう積極的に取り

組んだ。 

○ATMRPPのワーキンググループに参画し、機械

学習を用いた上昇フェーズにおける航空機軌道

予測精度の向上に関する研究成果を発表し、将

来の航空交通管理システムに関する議論の深

化および検討の促進に貢献した。 

○ICAO航法システムパネル (NSP) SBAS 

Authentication ad hocに参加し、国際標準

(SARPs)案の改良提案に対応するとともにプロト

タイプソフトウェアを用いたメッセージの検証を実

施した。北極域では観測を進め、観測データを

根拠とした性能評価結果を「ICAO Navigation 

Systems Panel (NSP) -JWGs 15」で報告をした。 

○ICAO Information Management Panel (IMP)、

ATM Requirements and Performance Panel 

(ATMRPP)、Trust Framework Panel (TFP) とい

った多数の会議にて報告を行うことで、関連技

以上のことから、本項目について期待さ

れた以上の顕著な成果を挙げたことから

自己評価を A とした。 
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術の基準作成に貢献している。また、APAC 

SWIM Task Forceにおいて提案した階層型地域

SWIMアーキテクチャが採用され、APAC地域に

おける初期 SWIM基盤の構築および性能要件

の評価を主導的に進めている。さらに、日本の

提案により CNS SGの下に ANS Information 

Assurance Task Force（ANSIA TF）が設立され、

提案した地域情報信頼基盤の構築方法に基づ

いて関連技術基準の策定が進められている。 

○先進型地上走行誘導管制システム（A-SMGCS）

のマニュアル改訂提案を行い改訂が承認された

他、新しい通信規格として通信パネルが提案し

ている Lバンドデジタル通信システム（L-DACS）

の航空監視技術との電波干渉試験の結果報

告、1030-1090 MHzの信号環境と交通密度に

関する検討事例、ADS-Bの性能指標に関するド

キュメント改定提案、24GHz帯の新たしいレーダ

技術の紹介といった多数の貢献をした。 

○到着機における滑走路占有時間と後続機との縦

間隔の関係について、実データに基づく定量分

析を実施し、最終進入間隔基準の短縮に関する

妥当性を安全性評価の観点から検証する方針

を確立した。 

○国際的な動向を踏まえ、JICAプロジェクトと連携

し、ネパールにおける GBAS導入検討を支援す

るための技術協力を実施した。ネパール側技術

者の能力向上および将来的な GBAS導入検討

の基盤構築に貢献した。 

○NSP GBAS作業部会(GWG)の SARP Drafting 

Groupに中心メンバーとして参画し、DFMC 

GBAS SAPRs案策定における複数の課題を主

導して解決した。また、ICAO GBASマニュアル

について、執筆グループリーダーとして執筆及び

取りまとめを行っている。 

○ICAO NSPでは、当職員が新たに VWGのリー

ダー（ラポータ）に選出され、NSPが策定する国

際標準の品質を高く保つために貢献している。 

○国際船体海洋構造物会議（ISSC：International 

Ship and offshore Structure Congress）は、推薦
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（２）海外機関等との

連携強化  

国際会議等の主催

及び共催や積極的な

参加、あるいは海外

の研究機関との研究

協力協定の締結等を

通じた連携強化を図

ることにより、関連す

る研究分野において

技術や知見を蓄積す

るとともに、幅広いネ

ットワークの拡大にも

努める。 

また、海外の研究

機関等と協力し、アジ

ア・太平洋地域をはじ

め各地の現場が抱え

る技術的課題の解決

や、沿岸域の災害に

おける技術的支援等

を通じて、国際貢献を

推進する。 

 

 

 

 

 

（２）海外機関等との連

携強化  

国際会議やワークシ

ョップ等の主催及び共

催や積極的な参加、あ

るいは海外の研究機

関との研究協力協定の

締結等を通じた連携強

化を図ることにより、関

連する研究分野におい

て技術や知見を蓄積す

る。また、これらを通じ

て幅広いネットワーク 

を拡大し、国際的なプ

レゼンスを高めるととも

に世界最先端の研究

が持続的に実施できる

ように努める。  

加えて、外国人技術

者を対象とした研修へ

の講師派遣や外国人

研究員の受け入れ、研

究者の海外派遣による

技術支援等、国際貢献

を推進するとともに、国

土交通省が進める海

外へのインフラ輸出を

念頭に置いた我が国

の技術力向上のため

の支援を行う。  

さらに、海外の研究

機関等と協力し、アジ

ア・太平洋地域をはじ

め各地の現場が抱える

 

 

 

 

 

（２）海外機関等との連携

強化  

国際会議やワークショッ

プ等の主催及び共催や積

極的な参加、あるいは海

外の研究機関との研究協

力協定の締結等を通じた

連携強化を図ることによ

り、関連する研究分野に

おいて技術や知見を蓄積

する。本年度計画期間中

に国際ワークショップ等を

３回以上開催する。 

また、これらを通じて幅

広いネットワークを拡大

し、国際的なプレゼンスを

高めるとともに世界最先

端の研究が持続的に実施

できるように努める。 

加えて、外国人技術者

を対象とした研修への講

師派遣や外国人研究員の

受け入れ、研究者の海外

派遣による技術支援等、

国際貢献を推進するととも

に、国土交通省が進める

海外へのインフラ輸出を

念頭に置いた我が国の技

術力向上のための支援を

行う。 

さらに、海外の研究機

関等と協力し、アジア・太

平洋地域をはじめ各地の

現場が抱える技術的課題

指名されたものだけが委員となることができ、R７

年度、当所から 3名の委員が選出されているこ

とは特筆すべきことであり、それぞれの専門の

技術委員会に参加して貢献している。 

 

（２）海外機関との連携強化 

○海外機関との連携強化に向けた国際会議へ活

動に取り組み、国際ワークショップについて、目

標値を上回る 6件開催した。 

○令和 7年 6月 27日に自動運航・GHG削減・機

械学習に関する国際ワークショップを開催した。

我が国を含む 5か国（ほかはアイスランド、ノル

ウェー、フィンランド、ポルトガル）から約 25名の

参加があった。 

○「洋上風力発電施設整備の技術課題と考察」

は、令和 7年 7月 4日に当所と国際圧入学会

（IPA）の共催により開催され、我が国を含む世

界 12か国から、オンライン参加を含め 591名の

参加があった。 

○国際地盤工学会技術委員会では議長を務めて

「洗掘と侵食に関する国際会議」(ICSE-12)を主

催した。本委員会では冒頭挨拶や基調講演を

し、世界 20 ヵ国・地域から 32委員の参加があっ

た。 

○令和 7年 11月 11日に、国際津波・沿岸防災技

術啓発事業組織委員会が主催し、港湾空港技

術研究所が事務局を務める形で、都内において

10周年となる「濱口梧陵国際賞授賞式及び記念

講演会」を開催し、三村信男茨城大学名誉教

授、Stefano Tinti イタリア・ボローニャ大学母校

招聘教授の 2氏を表彰した。受賞者には永井国

土交通大臣政務官より記念品が授与された。さ

らに沿岸防災技術のより一層の普及・啓発を図

る取組として、次代を担う国内外の高校生を対

象に「濱口梧陵国際作文コンテスト」を実施した。

今年度は、19カ国から 123作品の応募があり、

審査の結果、優秀賞 1作品、入選 6作品が選

ばれた。 
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技術的課題の解決や、

沿岸域の災害における

技術的支援等を通じ

て、国際貢献を推進す

る。 

の解決や、沿岸域の災害

における技術的支援等を

通じて、国際貢献を推進

する。 

○オランダ・海事研究所(MARIN)、フランス・海洋汚

染研究センター(CEDRE)、カナダ・海洋技術研究

所(IOT)、韓国・海事研究所(KMI)、ブラジル・カン

ピナス大学(UNICAMP)、ブラジル・サンパウロ大

学(USP)、ノルウェー・ノルウェー科学技術大学

(NTNU)と研究連携促進に向けた覚書のもと、引

き続き研究連携の深化を図った。 

○ JSPS国際共同研究加速基金として沿岸巨大

波の出現に関する実験の実施と研究打合せの

ため、スコットランド・エジンバラ大学より依頼が

あり研究者 2名を派遣した。 

○港湾及び空港の整備等に関する研究の質の向

上と研究の効率的な実施を目指して、国内外の

研究機関との連携をより積極的に進めるため、

平成 15年度以降令和 7年度までに、国内 32

件、海外 27件、合計 59件の研究協力協定を締

結し、研究の質の向上と効率的な実施を図っ

た。 

○ドイツライプツィヒ応用科学大学、米国オールドド

ミニオン大学、タイ王国地理情報・宇宙技術開発

機構と基本合意書を、タイモンクット王工科大

学、米国ミシガン大学と共同研究契約を締結し

た。 

○開発途上国から研修員として日本に招いた海事

行政及び船舶安全分野の中核を担う人材を対

象に実施する JICA課題別研修「海事行政にお

ける検査能力強化を通じた船舶安全の確保」の

一環として、当所が保有する実験設備の見学を

実施した。 

○JICAが開発途上国に対する技術協力の一環と

して主催する「港湾開発・計画研修（港湾技術者

のための）」等に、港湾、航路、海岸及び飛行場

等に係る技術に関する講師としてのべ 25名を

派遣するなど、国際交流の推進に努めた。 

○JICAの「航空管制システム技術の導入・管理」

研修の一環として滑走路異物検知システム、リ

モートタワー、航空監視システム、次世代の

GNSSに関する研修を実施した。 
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４．その他参考情報 

特になし 
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業務実績等報告書様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度  R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 

一般管理費（所要額除く）（百万円） 949 136 132 128 

 

    予算額（千円） 8,168,418 8,105,213 8,242,148     

業務経費（所要額除く）（百万円） 8,830 1,261 1,249 1,236     決算額（千円） 9,285,849 10,341,123 11,963,420     

         経常費用（千円） 8,985,854 9,297,056 9,657,951     

         経常利益（千円） -7,627 -11,943 677,836     

         行政コスト（千円） 9,408,014 9,684,979 10,096,328     

          従事人員数 362名 357名 349名     

注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は各年 4 月 1 日現在の役職員数。 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

       評定  
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（１）組織運営の改善 

研究開発成果の最

大化を推進するため、

引き続き研究マネジメ

ントの充実を図る。こ

のため、業務管理を行

う体制の機能強化を

図り、国土交通省の政

策を取り巻く環境や最

新の技術動向を踏ま

えた戦略的な研究計

画の企画立案や、将

来的な研究所の業務

量を見据えた経営の

在り方についての企画

立案に取り組むほ 

か、課題解決を効果

的・効率的に行えるよ

うな、組織の枠を超え

た連携の強化を図る

柔軟な組織運営を行

う。 また、研究の一層

の推進を図るため、必

要な経費の積極的な

確保に努める。さら

に、それぞれの研究の

実施にあたっては、必

要に応じた分野横断

的な研究体制の導入

やＩＣＴを活用した日常

的な研究情報の交

換、研究施設の有効

活用を進め、将来のイ

ノベーション創出に向

けた取組の活性化を

図る。加えて、研究開 

発成果の社会還元を

目的とした推進体制の

整備に取り組む。 

１．組織運営の改善  

研究開発成果の最

大化を推進するため、

引き続き研究マネジメ

ントの充実を図る。 こ

のため、業務管理を行

う体制の機能強化を図

り、国土交通省の政策

を取り巻く環 境や最新

の技術動向を踏まえた

戦略的な研究計画の

企画立案や、将来的な

研究所の 業務量を見

据えた経営の在り方に

ついての企画立案に取

り組む。また、経営戦

略室を中心として、研

究所全体の研究計画

や経営戦略に関する会

議を定期的に開催す

る。 さらに、課題解決

を効果的・効率的に行

えるような、組織の枠を

超えた連携の強化を 

図る柔軟な組織運営を

行う。 研究の一層の

推進を図るため、必要

な経費の積極的な確

保に努める。さらに、そ

れ ぞれの研究の実施

にあたって、ＩＣＴを活用

した日常的な研究情報

の交換、研究施 設の

有効活用を進め、経営

資源の効果的・効率的

な活用を図るとともに、

研究者相互 のコミュニ

ケーションの場、研究

所の役員と職員との間

（１）組織運営の改善  

研究開発成果の最大化を推進するため、

引き続き研究マネジメントの充実を図る。 

このため、業務管理を行う体制の機能強化

を図り、国土交通省の政策を取り巻く環境や

最新の技術動向を踏まえた戦略的な研究計

画の企画立案や、将来的な研究所の業務量

を見据えた経営の在り方についての企画立

案に取り組む。また、経営戦略室を中心とし

て、研究所全体の研究計画や経営戦略に関

する会議を定期的に開催する。さらに、課題

解決を効果的・効率的に行えるような、組織

の枠を超えた連携の強化を図る柔軟な組織

運営を行う。 研究の一層の推進を図るため、

必要な経費の積極的な確保に努める。 

さらに、それぞれの研究の実施にあたっ

て、ＩＣＴを活用した日常的な研究情報の交

換、研究施設の有効活用を進め、経営資源

の効果的・効率的な活用を図るとともに、研究

者相互のコミュニケーションの場、研究所の

役員と職員との間での十分な意見交換の場

を設ける等、将来のイノベーション創出に向け

た取組を活性化する。また、研究所の人材が

有する能力の最大限の発揮を図る。加えて、

研究開発成果の社会還元を目的とした推進

体制の整備に取り組む。  

本年度は、経営戦略に関する定期的な意見

交換会を２０回以上、業務連携委員会を３回

以上開催するとともに、新たな長期ビジョンの

策定に向けた具体的な検討を開始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．評価軸 

○業務を定期的に見

直し、簡素化・電子化

等の方策を講じること

によって業務の効率化

を推進していか。 

 

○研究開発成果の最

大化に向けて、「社会

への還元」や「国際活

動の推進」といった研

究開発成果の活用も

視野に入れ、戦略的な

研究計画や経営の在り

方について企画立案を

行ったか。 

 

２．評価指標 

○一般管理費 

○業務経費 

○研究マネジメントに

係る具体的な取組及び

成果の実績 

１．組織運営の改善 

①業務管理を行う体制の機能強化 

経営戦略室が業務連携委員会の業務を

主導的に実施できるよう組織規程等を改正

するとともに、7つの専門部会において業務

連携の観点から具体的な検討を推進した。 

 

②戦略的な研究計画の立案 

政府や国土交通省の政策を取り巻く環境

や最新の技術動向等を踏まえ、令和 8年度

計画を策定した。 

 

③将来的な経営の在り方についての企画立

案 

政府や国土交通省の科学技術政策に関

する計画の見直しに向けた動向を踏まえ、う

みそら研の新たな長期ビジョンの策定に向

けた勉強会を 5回開催し、長期ビジョン（素

案）を策定した。 

 

④研究所全体の研究計画や経営戦略に関

する会議の開催 

経営戦略室は、各研究所の企画・総務関

係の担当者を中心に構成されているが、海

上技術安全分野、港湾空港技術分野、電子

航法分野の各分野を専門とする研究監と連

携して各研究分野の連携・調整を行うため

の会議を 11回開催した。また、理事長及び

全役員と経営戦略室との研究所の経営戦略

に関する定期的な意見交換会を 21回開催

し、分野の枠を超えた研究所としての取り組

みを企画した。 

 

⑤組織の枠を超えた連携の強化 

組織の枠を超えて、議題解決を効果的・

効率的に行うため、業務連携委員会を 3

回、分野横断的研究連携推進会議を 2回、

情報システム委員会を 1回開催した。また、

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

  

根拠： 

研究所の経営戦略に関する定期的な意

見交換会の実施、組織の枠を超えた連携

強化を図るための業務連携委員会の実

施、外部委託業務の一括調達化、電子入

札システムの運用、電子決裁・請求書押印

省略の実施などにより、組織運営及び管

理業務の改善を着実に推進するとともに、

年次休暇取得推進や育児休業制度の活

用等による業務環境の充実、契約プロセ

スの見直しや調達等合理化年度計画の着

実な実施等による経費削減を図るなど、業

務運営の効率化に資する所要の措置を適

切に実施した。 

以上のことから、業務運営の効率化に

関しては、着実な業務運営を実施したた

め、自己評価を B とした。なお、令和 7年

度の特筆すべき事項は左記の通り。 
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での十分な意見交換

の場を 設ける等、将

来のイノベーション創

出に向けた取組を活性

化する。また、研究所

の人 材が有する能力

の最大限の発揮を図

る。加えて、研究開発

成果の社会還元を目

的とした推進体制の整

備に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災関係の業務をより効果的・効率的に行

うため、防災会議を新たに設置した。 

 

⑥必要な経費の積極的な確保 

科研費を含む各種競争的資金の研究へ

の応募及び各種受託業務の契約等により、

外部資金獲得の取組を積極的に行った。  

 

⑦必要に応じた分野横断的な研究体制の導

入 

分野横断的研究に取り組みやすい環境を

整えるため、内部特別予算を活用する目的

で令和 2年度に構築した、トップダウンによ

る「分野横断的研究推進会議」を令和 7年

度は 2回開催し、3研の分野横断研究の発

展に寄与した。また、従来の取り組みに加

え、探索的性質の強い、あるいは芽生え期

の研究の実施を支援し、推進することを目的

として令和 6年度に創設された萌芽的連携

推進研究制度の取組を令和 7年度も実施し

た。 

 

⑧ＩＣＴを活用した日常的な研究情報の交換 

三鷹・調布地区にある海上技術安全研究

所と電子航法研究所及び横須賀地区にある

港湾空港技術研究所との間でテレビ会議シ

ステムを用いた会議を行った。各種報告や

情報交換に加え、各研究分野の連携・調整

を行うための会議もテレビ会議で実施した。 

 

⑨研究施設の有効活用  

民間企業等の要望や、産業界・学会等と

の共同研究や受託研究などにより、研究施

設の有効活用を図り、研究資金の確保にも

つなげた。 

 

⑩コミュニケーション・意見交換の場の設置 

研究者間の相互のコミュニケーションの場

としては、各研究所の研究発表会に連携の
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（２）管理業務の改善  

一層の管理業務運

営の効率化に向けて、

内部管理業務の共通

化を計画的に進 め

る。併せて、研究所全

体として適切に効率化

が図られているかの確

認を行う。 また、シス

テムの合理化などの

適切な環境整備につ

いて、業務効率と経費

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．管理業務の改善 

管理業務の効率化

の状況について定期的

な見直しを行い、業務

の簡素化、電子化、 

定型的業務の外部委

託等を図るとともに、一

層の管理業務運営の

効率化に向けて、 内

部管理業務の共通化

を計画的に進める。併

せて、研究所全体とし

て適切に効率化 が図

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）管理業務の改善  

管理業務の効率化の状況について定期的

な見直しを行い、業務の簡素化、電子化、定

型的業務の外部委託等を図るとともに、一層

の管理業務運営の効率化に向けて、内部管

理業務の共通化を計画的に進める。併せて、

研究所全体として適切に効率化が図られてい

るかの確認を行う。さらに、システムの合理化

などの適切な環境整備について、業務効率と

経費の双方に留意して計画的に実施する。  

本年度は、業務改善の効果に留意しつつ昨

年度以上の電子決裁率を目指すととともに、

勤怠管理システムの導入、給与計算システム

場を設けた他、研究者間の情報及び意見交

換の場として、3研連携勉強会を計 2回開

催し、令和 6年度から新たに取組んでいるミ

ニ勉強会を令和 7年度は計 3回開催した。

また、施設見学会を開催することで、最新の

研究の紹介等を行い、研究所全体として研

究の一層の推進を図った。さらに、3名の研

究監が各研究所の研究計画及び研究評価

の委員会に参加し、各研究所の情報収集を

互いに行い、うみそら研内の研究の把握と

連携研究の提案に活用した。 

今後もこれらの意見交換会等を活用し、各

研究員個別間における具体的なさらなる連

携の場の設置等を引き続き促進していく。 

 

⑪研究所の人材が有する能力の最大限の

発揮 

大学等との共同研究を 173件、クロスアポ

イントメントを 12件実施し、研究所の人材が

有する能力を最大限発揮できるよう努めた。

⑫研究開発成果の社会還元を目的とした推

進体制の整備 

 3研究所共有の研究マネジメント、外部連

携、広報等を推進するための体制について

検討を開始した。 

 

２．管理業務の改善 

（１）円滑な業務運営 

「経営戦略室」を運営する等、府省庁等に

対する窓口を同室に一本化することで円滑

に業務を遂行した。 

また、「幹部会」を運営し、研究所に関係

する重要情報及び職員に周知徹底すべき情

報などを関係者間で共有し、円滑な組織運

営の確保を図った。 

さらに、e-ラーニングを通じて、研究倫理

やコンプライアンス、さらに安全保障輸出管

理に関する研修を 3研合同で実施すること
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の 双方に留意して計

画的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

られているかの確認を

行う。さらに、システム

の合理化などの適切な

環境整備 について、

業務効率と経費の双方

に留意して計画的に実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の統合、会計システムの電子決裁化につい

て、具体的な検討を開始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

により、研修時間等の効率化及び職員への

周知徹底を図った。 

令和 7年度は、3研究所の共通業務にお

ける輪番制の検討・導入を実施し、属人化

防止、人材育成など組織間の連携を図っ

た。 

 

（２）一括調達等による取組 

令和 7年度においても、引き続き 3研究

所で個別に契約していた定型的業務の外部

委託について、一括調達とすることにより、

簡素化を図った。 

具体的には、業務効率と経費の双方に留

意し、令和 7年度においては以下の 1件に

ついて新たに一括調達を行った。 

引き続き業務効率及び経費を検討の上、

必要な案件については一括調達を実施する

こととする。 

・うみそら研紹介動画の制作 

 

（３）電子入札システムの本格運用 

令和 4年度より電子入札システムを本格

運用し、R7年度は、新規に 123者（累計

497者）が登録され、登録者は前年度比で

約 3割増となった。 

電子入札システムの運用は、事業者の利

便性向上及び入札機会の拡大に寄与すると

ともに、入札・契約事務の公平性・透明性の

一層の促進に貢献している。 

 

（４）テレビ会議による効率化 

テレビ会議システムによる各研幹部会、

役員懇談会などを開催し、移動に要する時

間と経費を抑制しつつ、コミュニケーションの

活性化を進め、業務の効率化を図った。特

に所外会議においてもテレビ会議システム

の利用を推進し、更なる業務効率化を図っ

た。リモートワークを活用する職員が安定的
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（３）業務環境の充実  

業務環境の充実に

ついては、リモート会

議等の更なる活用、ＩＣ

Ｔ環境の整 備等によ

り、業務の電子化を図

りつつ、年次休暇の取

得促進及び超過勤務

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．業務環境の充実  

業務環境の充実に

ついては、リモート会議

等の更なる活用、ＩＣＴ

環境の整備等 により、

業務の電子化を図りつ

つ、年次休暇の取得促

進及び超過勤務の縮

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）業務環境の充実  

業務環境の充実については、リモート会議

等の更なる活用、ＩＣＴ環境の整備等により、

業務の電子化を図りつつ、年次休暇の取得

促進及び超過勤務の縮減に取り組むととも

に、リモート環境も意識した心身の健康増進、

育児・介護等と仕事の両立支援、勤務体制の

柔軟化等の施策をより一層推進する。  

に定着しており、柔軟な働き方によりワーク

ライフバランスの向上にも貢献した。 

 

（５）請求書の押印省略 

令和 4年度から開始した請求書の押印省

略においては、令和 7年度もさらにその利

用を進め、令和 6年度の発行数 538件中

411件（76%）に対し、令和 7年度は発行数

605件中 467件（77%）の押印省略となったこ

とから、押印作業及び郵送費用（メール送付

が可能）などが軽減された。 

 

（６）電子決裁の推進 

令和 7年度においても、引き続き所内電

子決裁の推進として、電子決裁システムを

活用し、更なる業務効率化に取り組んだ。 

また、理事会審議手法の一つとしてメール審

議手法を確立し例年以上の意思決定の実

施等、業務効率化や意思決定迅速化を行っ

た。 

電子決裁の件数と決裁に占める割合は、

令和 6年度 6,154件、69.1％に対し令和 7

年度は 6,250件、74.7％であり、対前年度比

で件数は 96件、割合は 5.6％増となった。 

 

（７）電子契約サービスの導入 

受託研究等の契約手続きについて、令和 7

年度に電子契約サービス導入に向けて検討

を行い、規程や運用基準等の整備を実施し

た。 

 

３．業務環境の充実 

（１）年次休暇の取得推進等 

所内周知により年次休暇の取得推進及び超

過勤務の縮減を図るとともに、メンタルヘル

ス講習会やメンタルヘルス相談等の心身の

健康増進の施策を実施した。令和 7年度に

おいては、マインドフルネスセミナーを実施

し、取り組みの紹介や体験会を通じて、注意
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の縮 減に取り組むと

ともに、リモート環境も

意識した心身の健康

増進、育児・介護等 と

仕事の両立支援、勤

務体制の柔軟化等の

施策をより一層推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）業務運営の効率

化による経費削減等  

ア 業務運営の効率化

を図ることにより、中長

期目標期間終了時ま

でに、一般 管理費（人

件費、公租公課等の

所要額計上を必要と

する経費及び特殊要

因に より増減する経

費は除く。）について、

初年度予算額の当該

経費相当分に７を 乗

じた額に対し、中長期

目標期間中における

当該経費総額の８％

程度の抑制 を図る。

ただし、新規に追加さ

れるもの、拡充分な

ど、社会的・政策的需

要を 受けて実施する

業務に伴い増加する

費用等はその対象とし

ない。 

減に取り 組むととも

に、リモート環境も意識

した心身の健康増進、

育児・介護等と仕事の

両立 支援、勤務体制

の柔軟化等の施策をよ

り一層推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．業務運営の効率化

による経費削減等  

ア 業務運営の効率化

を図ることにより、中長

期目標期間終了時ま

でに、一般管 理費（人

件費、公租公課等の所

要額計上を必要とする

経費及び特殊要因によ

り増 減する経費は除

く。）について、初年度

予算額の当該経費相

当分に７を乗じた額 に

対し、中長期目標期間

中における当該経費総

額の８％程度の抑制を

図る。ただ し、新規に

追加されるもの、拡充

分など、社会的・政策

的需要を受けて実施す

る 業務に伴い増加す

る費用等はその対象と

しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）業務運営の効率化による経費削減等  

ア 業務運営の効率化を図ることにより、一

般管理費（人件費、公租公課等の所要

額計上を必要とする経費及び特殊要因

により増減する経費は除く。）について、

抑制を図る。ただし、新規に追加されるも

の、拡充分など、社会的・政策的需要を

受けて実施する業務に伴い増加する費

用等はその対象としない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

力や集中力、コミュニケーション力の向上に

つながるように努めた。さらに、育児休業制

度をはじめとする様々な制度を用いて仕事

と家庭が両立できるよう適切な運用を実施

するとともに、研究者におけるフレックスタイ

ムの実施により勤務体制の柔軟化を推進し

た。 

また、「女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律」を踏まえた行動計画を

策定しており、計画に定める目標値に対す

る令和７年度実績は、女性管理職の割合が

９．２％（目標７．５％）、男性の育児休業取

得率が１００％（目標３５％）であり、いずれも

目標を上回ることとなった。 

 

４．業務運営の効率化による経費削減等 

（１）一般管理費、業務経費の抑制 

中長期目標及び中長期計画において、業務

運営の効率化を図ることにより、中長期目標

期間終了時までに、一般管理費及び業務経

費（人件費、公租公課等の所要額計上を必

要とする経費及び特殊要因により増減する

経費は除く。）について、初年度予算額の当

該経費相当分に７を乗じた額に対し、中長期

目標期間中における当該経費総額を一般

管理費は 8％程度、業務経費は 3％程度、

それぞれ抑制を図る（ただし、新規に追加さ

れるもの、拡充分など、社会的・政策的需要

を受けて実施する業務に伴い増加する費用

等はその対象としない。）こととされている。 

令和 7年度においては、中長期計画で定め

られた目標値を達成するため、契約プロセス

の見直し、予算、収支計画及び資金計画の

定期的な点検、簡易入札の活用等による経

費抑制を実施し、業務運営の効率化等に取

り組みつつ、上記２．の管理業務の改善とと

もに、着実に経費の抑制を図った。 
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イ 業務運営の効率化

を図ることにより、中長

期目標期間終了時ま

でに、業務 経費（人件

費、公租公課等の所

要額計上を必要とする

経費及び特殊要因に

よ り増減する経費は

除く。）について、初年

度予算額の当該経費

相当分に７を乗 じた

額に対し、中長期目標

期間中における当該

経費総額の３％程度

の抑制を 図る。ただ

し、新規に追加される

もの、拡充分など、社

会的・政策的需要を受 

けて実施する業務に

伴い増加する費用等

はその対象としない。  

 

ウ 「独立行政法人に

おける調達等合理化

の取組の推進につい

て」（平成 27 年 ５月 

25 日総務大臣決定）

等を踏まえ、公正かつ

透明な調達手続によ

る、適切 10 で迅速か

つ効果的な調達を実

現する観点から、毎年

度策定する「調達等合

理 化計画」に基づく取

組を着実に実施する。

また、随意契約につい

ては「独立行 政法人

の随意契約に係る事

 

イ 業務運営の効率化

を図ることにより、中長

期目標期間終了時ま

でに、業務経 費（人件

費、公租公課等の所要

額計上を必要とする経

費及び特殊要因により

増減 する経費は除

く。）について、初年度

予算額の当該経費相

当分に７を乗じた額に 

対し、中長期目標期間

中における当該経費総

額の３％程度の抑制を

図る。ただし、 新規に

追加されるもの、拡充

分など、社会的・政策

的需要を受けて実施す

る業務 に伴い増加す

る費用等はその対象と

しない。 

 

ウ 「独立行政法人に

おける調達等合理化の

取組の推進について」

（平成 27 年５ 月 25 

日総務大臣決定）等を

踏まえ、公正かつ透明

な調達手続による、適

切で迅 速かつ効果的

な調達を実現する観点

から、毎年度策定する

「調達等合理化計画」 

に基づく取組を着実に

実施する。 また、随意

契約については「独立

行政法人の随意契約

に係る事務について」

 

イ 業務運営の効率化を図ることにより、業

務経費（人件費、公租公課等の所要額

計上を必要とする経費及び特殊要因に

より増減する経費は除く。）について、抑

制を図る。ただし、新規に追加されるも

の、拡充分など、社会的・政策的需要を

受けて実施する業務に伴い増加する費

用等はその対象としない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 「独立行政法人における調達等合理化

の取組の推進について」（平成 27年５月

25日総務大臣決定）等を踏まえ、公正か

つ透明な調達手続による、適切で迅速

かつ効果的な調達を実現する観点から、

毎年度策定する「調達等合理化計画」に

基づく取組を着実に実施する。  

  また、随意契約については「独立行政法 

 人の随意契約に係る事務について」（平成 

 26年 10月１日付け総管査第 284号総務省

行 

 政管理局長通知）に示された、随意契約に 

 よることができる事由により、公正性・透明 

 性を確保しつつ合理的な調達を実施する。  

  さらに、外部有識者による「契約監視委員 

 会」において、締結された契約に関する改善 

 

（２）給与水準の検証状況 

職員の給与については、国家公務員に準

拠する形で給与規程を整備し、研究所の給

与水準については、国家公務員の給与水準

も十分考慮し、厳しく検証を行い、検証結果

については各研究所のホームページで公表

した。 

令和 7年度の研究所の給与水準について

は、国家公務員の給与水準を 100 として作

成したところ、対国家公務員指数（ラスパイ

レス指数）が、事務・技術職種で 96.6、研究

職種で 107.5 となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）契約の見直し 

「独立行政法人における調達等合理化の

取組の推進について」（平成 27年 5月 25

日総務大臣決定）に基づき、令和 6年度調

達等合理化計画を策定し、契約事務の適正

化として、仕様書内容の見直し、入札参加要

件の緩和、公告期間の十分な確保、業務等

準備期間の確保、契約情報提供の充実、事

後点検体制の整備、合理的な契約方式の

検討を実施した。 

また、コスト削減・調達業務の効率化として、

共同調達の推進、複数年契約の適用を実施

した。 

「独立行政法人の随意契約に係る事務に

ついて」（平成 26 年 10 月１日付け総管査

第 284 号総務省行政管理局長通知）に基
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務について」（平成 26 

年 10 月１日付け総

管査第 284 号総務省

行政管理局長通知）に

基づき明確化した、随

意契約によることが 

できる事由により、公

正性・透明性を確保し

つつ合理的な調達を

実施する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 業務経費に生じる

不要な支出の削減を

図るため、無駄の削減

及び業務の効 率化に

関する取組を人事評

価に反映するなど、自

律的な取組のための

体制を 維持する。 

（平 成 26 年 10 月１

日付け総管査第 284 

号総務省行政管理局

長通知）に示された、 

随意契約によることが

できる事由により、公

正性・透明性を確保し

つつ合理的な 調達を

実施する。 さらに、外

部有識者による「契約

監視委員会」におい

て、締結された契約に

関 する改善状況のフ

ォローアップを行い、そ

の結果を公表すること

によって、契約 12 事

務の透明性、公平性の

確保を図る。 

 

エ 業務経費に生じる

不要な支出の削減を図

るため、無駄の削減及

び業務の 効率化に関

する取組を人事評価に

反映するなど、自律的

な取組のための体制を 

維持する。 

 状況のフォローアップを行い、その結果を公 

 表することによって、契約事務の透明性、公 

 平性の確保を図る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 業務経費に生じる不要な支出の削減を

図るため、無駄の削減及び業務の効率

化に関する取組を人事評価に反映する

など、自律的な取組のための体制を維

持する。 

 

づく合理的な調達の実施状況としては、当該

通知に基づく契約関係規程により、随意契

約によることが合理的と判断されたものにつ

いて、契約審査委員会に諮った上で随意契

約を実施した。 

契約監視委員会による契約改善状況のフ

ォローアップ及び結果の公表について、令和

7年 5月に令和 7年度第 1回海上・港湾・

航空技術研究所契約監視委員会を開催し、

令和 6年度の各研究所の契約に関する点

検等を実施した。結果については研究所の

ホームページで公表しており、契約事務の

透明性、公平性の確保を図った。 

 

 

 

 

 

 

（４）無駄の削減等に関する自律的な取組 

「業務連携委員会」のほか、各研究所に

おいても業務改善等を目的とした委員会を

設置し、調達等の手続きに係る運用の改善

や簡素化といった事務手続きの見直しや、

電力使用量抑制等の無駄の削減に積極的

に取り組んだ。 

 

 

  

４．その他参考情報 

特になし 
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業務実績等報告書様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度  R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 

自己収入額（百万円） 145 273 210 283     予算額（千円） 8,168,418 8,105,213 8,242,148     
 

        決算額（千円） 9,285,849 10,341,123 11,963,420     

         経常費用（千円） 8,985,854 9,297,056 9,657,951     

         経常利益（千円） -7,627 -11,943 677,836     

         行政コスト（千円） 9,408,014 9,684,979 10,096,328     

          従事人員数 362名 357名 349名     

注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は各年 4 月 1 日現在の役職員数。 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 （１）中長期計画予算

の作成  

運営費交付金を

充当して行う事業に

ついては、「第４  業

務運営の効率化に

関する事項」で定め

た事項について配慮

した中長期計画の予

算を作成し、当該予

算による運営を行

う。  

 

 

 

 

運営費交付金を充

当して行う事業につい

ては、「第２ 業務運営

の効率化に関する目標

を達成するためにとる

べき措置」で定めた事

項を踏まえ、以下の項

目について計画し、適

正にこれらの計画を実

施するとともに、経費の

抑制に努める。 

 

１．予算、収支計画及

び資金計画 

（１）予算：別表１のとお

り 

（１）予算、収支計画及び資金計画 

運営費交付金を充当して行う事業について

は、「第２ 業務運営の効率化に関する目標を

達成するためにとるべき措置」で定めた事項を

踏まえ、以下の項目について計画し、適正にこ

れらの計画を実施するとともに、経費の抑制に

努める。 

①予算：別表１のとおり 

②収支計画：別表２のとおり 

③資金計画：別表３のとおり 

 

 

 

 

 

 

１．評価軸 

○適切に予算を執行し

ているか。 

 

○収支のバランスがと

れており、赤字になっ

ていないか。 

 

○知的財産権の活用

等により、自己収入の

確保に努めているか。 

 

２．評価指標 

○収支の状況 

 

○自己収入額 

１．運営費交付金を充当して行う事業の経

費の抑制 

令和 7年度は、運営費交付金を充てるべ

き支出のうち 184百万円を自己収入から充

当するよう査定を受けた予算になっている

が、受託等収入からこの金額を捻出し、年

度計画を確実に達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

根拠： 

年度計画の目標を着実に達成 

 

○予算、収支計画及び資金計画について

適正に計画、執行し、健全な財務体質を

維持した。 

 

○特許権実施及びソフトウェア使用許諾に

よる収入など自己収入の確保に努め

た。 

 

〇予算額と決算額のかい離の主な要因に

ついては、受託事業等が予定を上回っ

評定  
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（２）運営費交付金以

外の収入の確保  

知的財産権の活

用や競争的外部資

金の獲得などによ

り、適切な水準の収

入を確保する。ま

た、保有する施設・

設備の外部機関に

よる利用を促進し、

自己収入の確保を

図る。 

 

（３）業務達成基準に

よる収益化 

独立行政法人会

計基準の改訂(平成

12年２月 16日独立

行政法人会計基準

研究会策定、令和２

年３月 26日改訂)等

により、運営費交付

金の会計処理とし

て、業務達成基準に

よる収益化が原則と

されたことを踏まえ、

収益化単位の業務

ごとに予算と実績を

管理する。 

（２）収支計画：別表２

のとおり 

（３）資金計画：別表３

のとおり 

 

２．運営費交付金以外

の収入の確保 

知的財産権の活用や

競争的外部資金の獲

得などにより、適切な

収入を確保する。ま

た、保有する施設・設

備の外部機関による利

用を促進し、自己収入

の確保を図る。 

 

 

 

３．業務達成基準によ

る収益化 

独立行政法人会計基

準の改訂(平成 12年２

月 16日独立行政法人

会計基準研究会策定、

令和 2年３月 26日改

訂)等により、運営費交

付金の会計処理とし

て、業務達成基準によ

る収益化が原則とされ

たことを踏まえ、収益

化単位の業務ごとに予

算と実績を管理する。 

 

 

 

４．短期借入金の限度

額 

予見しがたい事故等の

事由に限り、資金不足

 

 

 

 

 

（２）運営費交付金以外の収入の確保 

知的財産権の活用や競争的外部資金の獲得

などにより、適切な収入を確保する。ま 

た、保有する施設・設備の外部機関による利用

を促進し、自己収入を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）業務達成基準による収益化 

独立行政法人会計基準の改訂（平成 12 年２

月 16 日独立行政法人会計基準研究会策定、

令和３年９月 21 日改訂）等により、運営費交付

金の会計処理として、業務達成基準による収益

化が原則とされたことを踏まえ、収益化単位の

業務ごとに予算と実績を管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）短期借入金の限度額 

予見しがたい事故等の事由に限り、資金不足と

なる場合における短期借入金の限度 

額は、13 億円とする。 

 

 

 

 

 

２．運営費交付金以外の収入の確保 

運営費交付金以外の収入として、研究成

果の普及・広報活動を精力的に展開しつ

つ、知的財産権の活用などにより、自己収

入の確保に努め、特許権実施及びソフトウェ

ア試用許諾による収入などを獲得した。 

 

 

 

 

 

 

 

３．業務達成基準による収益化 

運営費交付金の会計処理について、業務達

成基準による収益化を行い、収益化単位の

業務ごとに予算と実績を適切に管理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．短期借入金の限度額 

特になし。 

 

 

たことであり、積極的な業務運営を図っ

たものと考える。 

 

これらを踏まえて B と評価する。 
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となる場合における短

期借入金の限度額は、

13億円とする。 

 

５．不要財産の処分に

関する計画 

特になし 

 

６．財産の譲渡又は担

保に関する計画 

特になし 

 

７．剰余金の使途 

・研究費 

・研究基盤・研究環境

の整備、維持 

・研究活動の充実 

・業務改善に係る支出

のための財源 

・職員の資質向上のた

めの研修等の財源 

・知的財産管理、技術

移転に係る経費 

・国際交流事業の実施

（招聘、セミナー、国際

会議等の開催）  

・出資の活用を含めた

成果の普及 

 

 

 

 

 

（５）不要財産の処分に関する計画 

特になし 

 

 

（６）財産の譲渡又は担保に関する計画 

特になし 

 

 

（７）剰余金の使途 

・研究費 

・研究基盤・研究環境の整備、維持 

・研究活動の充実 

・業務改善に係る支出のための財源 

・職員の資質向上のための研修等の財源 

・知的財産管理、技術移転に係る経費 

・国際交流事業の実施（招聘、セミナー、国際会

議等の開催） 

・出資の活用を含めた成果の普及 

 

 

 

 

 

５．不要財産の処分に関する計画 

特になし。 

 

 

６．財産の譲渡又は担保に関する計画 

特になし。 

 

 

７．剰余金の使途 

特になし。 

 

  

４．その他参考情報 

特になし 
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業務実績等報告書様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度  R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 

コンプライアンス違反防止のため

の研修実施回数 

2回 3回 2回 3回             

外部評価の実施回数 3回 3回 3回 3回             
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 （１）内部統制に関す

る事項 

内部統制につい

ては、「「独立行政法

人の業務の適正を

確保するための体

制等の整備」につい

て」（平成 26年 11

月 28日行政管理局

長通知）に基づく事

項の運用を確実に

図り、理事長のリー

ダーシップの下で、

内部統制に関するマ

ネジメントを適切に

行う。 

なお、内部統制機

能が確実に発揮され

るよう、法人のミッシ

ョンや理事長の指示

が組織内に徹底され

る仕組みなどを活用

し対応を図る。 

また、適正かつ効

率的な内部監査体

制の整備を図る。 

 

 

 

 

コンプライアンス

に関しては、コンプラ

イアンス研修の開催

等により職員への意

識の浸透を図る取組

を実施するとともに、

１．内部統制に関する事

項 

内部統制については、

「「独立行政法人の業務

の適正を確保するため

の体制等の整備」につい

て」（平成 26年 11月 28

日行政管理局長通知）に

基づき、業務方法書に定

めた事項の運用を確実

に図る。理事長のリーダ

ーシップの下で、内部統

制に関するマネジメント

を推進する。 

 

 

さらに、内部統制機能

が確実に発揮されるよ

う、法人のミッションや理

事長の指示が組織内に

徹底されるよう、内部統

制・リスク管理委員会に

おいて適切な対応を行う

とともに、適正かつ効率

的な内部監査体制を整

備する。 

 

 

 

 

コンプライアンスに関

しては、コンプライアンス

研修の開催等により職

員への意識の浸透を図

る取組を実施するととも

に、必要に応じて規程や

（１）内部統制に関する事項 

内部統制については、「「独立行政法人の

業務の適正を確保するための体制等の整備」

について」（平成 26年 11月 28日行政管理

局長通知）に基づき、業務方法書に定めた事

項の運用を確実に図る。理事長のリーダーシ

ップの下で、内部統制に関するマネジメントを

推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、内部統制機能が確実に発揮される

よう、法人のミッションや理事長の指示が組織

内に徹底されるよう、内部統制・リスク管理委

員会において適切な対応を行うとともに、監査

室において適正かつ効率的な内部監査を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンプライアンスに関しては、コンプライアン

ス研修の開催、改正された関係する規程の適

切な適用等により職員への意識の浸透を図る

取組を実施するとともに、必要に応じて規程

や関係する取組の見直しを行う。 

１．評価軸 

○内部統制システムは

機能しているか。 

 

○若手研究者等の育

成が適切に図られてい

るか。 

 

○公正で透明性の高

い人事評価が行われ

ているか。 

 

○外部有識者による評

価結果が、研究業務の

運営に反映されている

か。 

 

○情報公開を促進して

いるか。 

 

○施設・設備の計画的

な整備及び管理がなさ

れているか。 

 

 

２．評価指標 

○内部監査、監事監査

の指摘に対する対応状

況 

 

○コンプライアンス違

反防止のための研修

実施回数 

 

○若手研究者等の育

成に関する取組状況 

１．内部統制に関する事項 

（１）内部統制の推進 

内部統制について、業務方法書に定めた

事項の運用を確実に図るとともに、内部

統制機能が確実に発揮されるよう、「内部

統制の推進及びリスク管理に関する規

程」を整備し、研究所における内部統制及

びリスク管理に関する事項の報告、改善

策の検討及び各管理責任者間における

連絡及び調整を行う組織として、内部統

制・リスク管理委員会を引き続き設置し、

適切な運用を行った。 

令和 7年度は、同委員会において、研究

所の業務継続基本計画及びコンプライア

ンスマニュアルの見直しを行うとともに、

研究所全体の重要リスクについて把握及

び分析を行い、適正な業務を確保するた

めに取り組んだ。 

また、内部監査について、内部統制シス

テムの中のモニタリング機能としてその役

割を適正かつ効果的に発揮させるため、

第 2期中長期目標期間開始から理事長

のもとに各研究所から独立した監査室を

設置し、内部統制の強化を実施した。 

  さらに、令和 7年度は、内部統制・コンプ

ライアンスリスクに関する事案への対策と

して、新たにうみそら研として顧問弁護士

契約の締結を検討し、翌年度からの契約

締結に向けて調整を実施した。 

 

（２）コンプライアンス違反防止のための取組 

令和 7年度においては、コンプライアンス

違反防止のための取り組みとして、研究

者を含む役職員に対して、研究倫理研

修、安全保障輸出管理研修、コンプライア

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

根拠： 

年度計画の目標を着実に達成 

 

〇研究所全体の重要リスクの把握及び分

析、コンプライアンスマニュアルの見直し

を実施、コンプライアンス違反防止のた

めの研修の実施、顧問弁護士契約の検

討など、内部統制システムが適切に機

能するよう取り組んだ。 

 

〇新たなセキュリティソフトウェアを導入

し、情報セキュリティ対策の高度化を行

った。 

 

〇OJT プログラムや各種研修の実施、若

手研究者への論文の積極的投稿の指

導を実施し、若手研究者等の育成が適

切に図られた。 

 

〇職員の勤務成績を考慮した適切な人事

評価や研究者独自の評価制度を実施

し、公正で透明性の高い人事評価を実

施している。 

 

〇クロスアポイントメント制度の促進、研究

者の博士号取得の奨励、英語力向上の

ための研修を実施しており、多様性のあ

る将来の人財育成に寄与した。 

 

〇外部有識者による評価委員会を実施

し、研究業務の運営として、研究資源の

適時・適切な配分に反映させている。外

部有識者から頂いたコメントは、ホーム

評定  
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必要に応じて規程や

関係する取組の見

直しを行う。 

 

また、研究不正へ

の対応は、研究開発

活動の信頼性確保、

科学技術の健全な

発展等の観点からも

極めて重要な課題で

あるため、職員の意

識浸透や不正行為

防止を図る取組を実

施するとともに、必

要に応じて規程の見

直しを行うなど組織

として取り組む。な

お、万が一研究不正

が発生した場合には

厳正に対応する。 

 

 

情報セキュリティ

については、情報化

の進展に伴い、機密

情報の流出などの

情報セキュリティイン

シデントを未然に防

ぐ必要があることか

ら、「サイバーセキュ

リティ戦略」（令和 3

年 9月 28日閣議決

定）等の政府の方針

を踏まえ、研究開発

を含む研究所で実

施する業務におい

て、適切な情報セキ

ュリティ対策を推進

する。情報システム

関係する取組の見直しを

行う。 

 

 

また、研究不正への

対応は、研究開発活動

の信頼性確保、科学技

術の健全な発展等の観

点からも極めて重要な課

題であるため、職員の意

識浸透や不正行為防止

を図る取組を実施すると

ともに、必要に応じて規

程の見直しを行うなど組

織として取り組む。なお、

万が一研究不正が発生

した場合には厳正に対

応する。 

 

 

 

 

情報セキュリティにつ

いては、情報化の進展

に伴い、機密情報の流

出などの情報セキュリテ

ィインシデントを未然に

防ぐ必要があることか

ら、「サイバーセキュリテ

ィ戦略」（令和３年９月 28

日閣議決定）等の政府

の方針を踏まえ、情報セ

キュリティポリシーの定

めに基づき、研究開発を

含む研究所で実施する

業務において、適切な情

報セキュリティ対策を実

施する。 

本年度は、研究員を含む研究所のすべて

の役職員に対し、コンプライアンス違反防止の

ための研修を２回以上行うとともに、研修の受

講率１００％を目指す。 

また、研究不正への対応は、研究開発活動

の信頼性確保、科学技術の健全な発展等の

観点からも極めて重要な課題であるため、職

員の意識浸透や不正行為防止を図る取組を

実施するとともに、必要に応じて規程の見直し

を行うなど組織として取り組む。なお、万が一

研究不正が発生した場合には厳正に対応す

る。加えて、研究の国際化やオープン化に伴

う新たなリスクに対して新たに確保が求めら

れる、研究の健全性・公正性の確保に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

情報セキュリティについては、情報化の進

展に伴い、機密情報の流出などの情報セキュ

リティインシデントを未然に防ぐ必要があるこ

とから、「サイバーセキュリティ戦略」（平成 ３ 

年９月 28日閣議決定）等の政府の方針を踏

まえ、情報セキュリティポリシーの定めに基づ

き、研究開発を含む研究所で実施する業務に

おいて、適切な情報セキュリティ対策を実施す

るとともに、情報セキュリティに関する教育お

よび自己点検の実施により職員の情報セキュ

リティに関する知識向上を図る。 

また、情報システムの整備及び管理につい

ては「情報システムの整備及び管理の基本的

な方針」（令和３年 12 月 24 日デジタル大臣

決定）に則り適切に対応するものとする。 

本年度は、昨年度から検討を開始した情報シ

ステムの統合に向け、発注手続きを進める。 

 

○外部評価の実施回

数 

 

○情報公開事例 

ンス研修を実施した。いずれの研修も受

講率は 100％であった。 

 

 

（３）不正防止に関する取組 

研究活動における不正行為の防止、不正

行為への対応、倫理の保持、法令遵守等

について徹底を図るため、「研究活動にお

ける不正行為の防止並びに公的研究費

等の執行及び管理に関する規程」、「研究

活動並びに公的研究費等の執行及び管

理における行動規範及び不正防止対策

の基本方針」及び「不正防止計画」を整備

し、不正を事前に防ぐための体制を整え、

適切な運用を行った。令和 7年度におい

ては、上記研究倫理研修や内部監査を実

施するなど不正防止の徹底を図った。ま

た、研究の国際化やオープン化に伴う新

たなリスクに対して新たな確保が求められ

る、研究の健全性・公平性の確保に取り

組んだ。 

 

（４）情報セキュリティに関する取組 

全ての役職員等が、「海上・港湾・航空技

術研究所情報セキュリティポリシー」の各

遵守項目について、適切な運用を行って

いるか否について自らが点検を行った。

点検の結果改善すべき事項等について、

点検を実施した者あるいはその管理者に

より必要な改善を行うことを目的に、情報

セキュリティに関する教育を実施した。令

和 7年度は例年の自己点検および教育、

標的型攻撃メール訓練を実施した。 

また、情報セキュリティ対策の一環として、

端末の状況を監視し、不審な挙動を検知

し対処する MDR（Managed Detection and 

Response）機能を有するセキュリティソフト

ウェアを導入し、情報セキュリティ対策の

高度化を行った。 

ページで公表しており、透明性の確保研

究の重点化に大きく寄与した。 

 

〇各規程・計画などを HPで公表し、適切

かつ積極的な情報公開を促進している。 

 

〇施設・設備の整備について、施設整備

費補助金により、年度計画に従い施設・

設備の整備・改修を着実に実施し、既存

の施設・設備の維持に必要となる予算

については、国土交通省と連携・調整し

所要額を確保、また、適時適切なメンテ

ナンスによる効率的な施設運営および

使用状況調査に基づく保有資産の見直

しを実施し、適切に管理等されている。 

 

〇財産保険契約の抜本的な見直しを実施

し、着実な経費の抑制が図られた 

 

 

 

これらを踏まえて B と評価する。 
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の整備及び管理に

ついては「情報シス

テムの整備及び管

理の基本的な方針」

（令和 3年 12月 24

日デジタル大臣決

定）に則り適切に対

応するものとする。 

 

 

 

 

（２）人事に関する事

項 

多様化する政策

課題への対応に必

要な人材や様々な

経歴を有する人材の

確保・育成に向けた

活動、組織の横断的

連携等を通して、高

度な専門性・多様性

が求められる研究開

発を継続するための

体制を強化する。職

員の専門性やマネ

ジメント力を高める

ための能力開発の

実施等により若手研

究者等の育成を進

めるとともに、職員

の勤務成績を考慮し

た人事評価の適切

な実施等により能力

本位の公正で透明

性の高い人事システ

ムを確立し、卓越し

た研究者等の確保

を図るとともに研究

また、情報システムの

整備及び管理について

は「情報システムの整備

及び管理の基本的な方

針」（令和３年 12月 24

日デジタル大臣決定）に

則り適切に対応するもの

とする。 

 

 

 

 

２．人事に関する事項 

多様化する政策課題

への対応に必要な人材

や様々な経歴を有する

人材の確保・育成に向け

た活動、組織の横断的

連携等を通して、高度な

専門性・多様性が求めら

れる研究開発を継続す

るための体制を強化す

る。職員の専門性やマネ

ジメント力を高めるため

の能力開発の実施等に

より若手研究者等の育

成を進めるとともに、職

員の勤務成績を考慮し

た人事評価の適切な実

施等により能力本位の

公正で透明性の高い人

事システムを確立し、卓

越した研究者等の確保

を図るとともに研究所内

での人事交流を促進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人事に関する事項 

多様化する政策課題への対応に必要な人

材や様々な経歴を有する人材の確保・育成に

向けた活動、組織の横断的連携等を通して、

高度な専門性・多様性が求められる研究開発

を継続するための体制を強化する。職員の専

門性やマネジメント力を高めるための能力開

発の実施等により若手研究者等の育成を進

めるとともに、職員の勤務成績を考慮した人

事評価の適切な実施等により能力本位の公

正で透明性の高い人事システムを確立し、卓

越した研究者等の確保を図るとともに研究所

内での人事交流を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報システムの関係としては、令和 9年

度を運用開始とする新たな情報システム

を一括して調達するため、システムの構

築方法や機器の仕様書を作成等の検討

を実施した。 

 

（５）テレワークの定着  

新型コロナ感染症対策として令和２年度      

から本格的に実施しているテレワークに

ついて、多様な働き方を定着させる観点

から更なる取り組みを推進した。 

 

２．人事に関する事項 

職員の専門性を高めるための能力の開

発や若手研究者の育成のための取り組

みとして、ＯＪＴプログラムや各種研修の

実施、若手研究者への論文の積極的投

稿の指導を行った。 

職員の勤務成績を考慮した適切な人事評

価を行うため、国の人事評価制度に準じ

た制度を導入し、適切な実施に努めるとと

もに、卓越した研究者を確保するため、独

自の研究者評価制度や外部有識者によ

る研究者格付審査委員会により、研究者

の評価を実施した。 

また、人材活用等に関する方針に基づ

き、優れた人材の採用及び育成を行い、

その能力が発揮できる環境の形成に努め

た。 

さらに、研究者が、研究所と外部機関等

の間で、それぞれ雇用契約関係を結び、

各機関の責任の下で業務を行うことが可

能となる仕組みである「クロスアポイントメ

ント制度」を促進した。そのほか、研究所

内外で開催されている講習会・勉強会や

研修への参加を奨励、研究者の博士号取

得の奨励、英語力向上のための研修な

ど、関係者の専門性を向上させる取り組
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所内での人事交流

を促進する。 

また、達成すべき

ミッションと整合的な

人材確保・育成を図

るために、法人を取

り巻く環境変化を踏

まえ、人材の活用等

に関する方針の見

直しを進める。 

給与水準につい

ては、国家公務員の

給与水準も十分考

慮し、手当を含め役

職員給与の在り方に

ついて厳しく検証し

た上で、研究開発業

務の特性等を踏まえ

た柔軟な取扱いを可

能とするとともに、透

明性の向上や説明

責任の一層の確保

が重要であることに

鑑み、給与水準及び

その妥当性の検証

結果を毎年度公表

する。 

 

（３）外部有識者によ

る評価の実施、反映

に関する事項 

研究分野における

業務計画、運営、業

績については、目標

の達成状況を随時

把握し、必要に応じ

研究開発の継続そ

のものに関する助言

や指導を行う外部有

 

 

また、達成すべきミッ

ションと整合的な人材確

保・育成を図るために、

法人を取り巻く環境変化

を踏まえ、人材の活用等

に関する方針の見直しを

進める。 

 

給与水準については、

国家公務員の給与水準

も十分考慮し、手当を含

め役職員給与の在り方

について厳しく検証した

上で、研究開発業務の

特性等を踏まえた柔軟

な取扱いを可能とすると

ともに、透明性の向上や

説明責任の一層の確保

が重要であることに鑑

み、給与水準及びその

妥当性の検証結果を毎

年度公表する。 

 

 

 

 

３．外部有識者による評

価の実施・反映に関する

事項 

研究分野における業

務計画、運営、業績につ

いては、目標の達成状

況を随時把握し、必要に

応じ研究開発の継続そ

のものに関する助言や

指導を受けるため、外部

有識者から構成される評

 

 

また、達成すべきミッションと整合的な人材

確保・育成を図るために、法人を取り巻く環境

変化を踏まえ、人材の活用等に関する方針の

見直しを進める。 

 

 

 

 

給与水準については、国家公務員の給与

水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の

在り方について厳しく検証した上で、研究開発

業務の特性等を踏まえた柔軟な取扱いを可

能とするとともに、透明性の向上や説明責任

の一層の確保が重要であることに鑑み、給与

水準及びその妥当性の検証結果を毎年度公

表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）外部有識者による評価の実施・反映に関

する事項 

研究分野における業務計画、運営、業績に

ついては、目標の達成状況を随時把握し、必

要に応じ研究開発の継続そのものに関する助

言や指導を受けるため、外部有識者から構成

される評価委員会等による研究評価を行う。 

評価結果については、研究資源の適時・適

切な配分に反映させ、研究成果の質の向上を

図るとともに、研究開発業務の重点化を図る。

また評価のプロセス、評価結果等を研究所の

みを進め、研究所全体のポテンシャルの

向上を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．外部有識者による評価の実施・反映に関

する事項 

研究分野における業務計画、運営、業績

については、目標の達成状況を随時把握

し、必要に応じ研究開発の継続そのもの

に関する助言や指導を受けるため、各研

究所において外部有識者により構成され

る評価委員会を設置したうえで評価を実

施することとしている。 

令和 7年度においては、「船舶に係る技

術及びこれを活用した海洋の利用等に係
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識者から構成される

研究評価を行い、評

価結果に基づいて

研究資源の適時・適

切な配分や研究開

発業務の重点化を

図るなど評価結果を

積極的に活用する。 

 

 

 

 

 

 

（４）情報公開の促進

に関する事項 

情報公開、個人情

報保護については

適正な業務運営を

確保し、かつ、社会

に対する説明責任を

確保するため、適切

かつ積極的に広報

活動及び情報公開

を行うとともに、個人

情報の適切な保護

を図る取組を推進す

る。具体的には、独

立行政法人等の保

有する情報の公開

に関する法律（平成

13年法律第 140

号）に基づき、組織、

業務及び財務に関

する基礎的な情報

並びにこれらについ

ての評価及び監査

に関する情報等をウ

ェブページで公開す

価委員会等による研究

評価を行う。 

評価結果については、

研究資源の適時・適切な

配分に反映させ、研究成

果の質の向上を図るとと

もに、研究開発業務の重

点化を図る。また評価の

プロセス、評価結果等を

研究所のホームページ

への掲載等を通じて公

表し、透明性を確保す

る。 

 

４．情報公開の促進に関

する事項 

情報公開、個人情報保

護については適正な業

務運営を確保し、かつ、

社会に対する説明責任

を確保するため、適切か

つ積極的に広報活動及

び情報公開を行うととも

に、個人情報の適切な

保護を図る取組を推進

する。具体的には、独立

行政法人等の保有する

情報の公開に関する法

律（平成 13年法律第

140号）に基づき、組織、

業務及び財務に関する

基礎的な情報並びにこ

れらについての評価及

び監査に関する情報等

をホームページで公開す

るなど適切に対応すると

ともに、個人情報の保護

に関する法律（平成 15

年法律第 57号）に基づ

ホームページへの掲載等を通じて公表し、透

明性を確保する。 

本年度計画期間中に３回以上の外部有識

者からの研究評価を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）情報公開、個人情報保護の促進に関する

事項 

情報公開、個人情報保護については適正

な業務運営を確保し、かつ、社会に対する説

明責任を確保するため、適切かつ積極的に広

報活動及び情報公開を行うとともに、個人情

報の適切な保護を図る取組を推進する。具体

的には、独立行政法人等の保有する情報の

公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 

号）に基づき、組織、業務及び財務に関する

基礎的な情報並びにこれらについての評価及

び監査に関する情報等をホームページで公開

するなど適切に対応するとともに、個人情報

の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 

号）に基づき、保有する個人情報を適正に管

理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る技術に関する評価」、「港湾、航路、海

岸及び飛行場等に係る技術に関する評

価」及び「電子航法に関する評価」をそれ

ぞれ実施し、合計 3回の外部有識者によ

る評価委員会を開催した。 

評価の結果については、研究資源の適

時・適切な配分に反映させることで、研究

開発業務の重点化等に活用しており、各

研究所のホームページで公表した。 

 

 

 

 

 

４．情報公開の促進に関する事項 

情報公開については、ホームページにて

法令等で公開することとされている、組

織、業務及び財務に関する基礎的な情報

並びにこれらについての評価及び監査に

関する情報等を公表している。同様に、情

報公開窓口及び手続きに関して周知して

おり、適切かつ積極的に情報の公開を行

っている。 

また、個人情報保護に関しては、研修（e-

ラーニング）を実施するなど、個人情報の

適切な保護を図る取組を実施し、保有す

る個人情報を適切に管理している。 
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るなど適切に対応す

るとともに、個人情

報の保護に関する

法律（平成 15年法

律第 57号）に基づ

き、保有する個人情

報を適正に管理す

る。 

 

（５）施設・設備の整

備及び管理等に関

する事項 

研究ニーズの変

化及び実験施設の

老朽化に対応するた

め、ハード面のほ

か、デジタル技術も

活用した研究手法の

充実も視野に入れつ

つ、新たな実験施設

の導入及び従来か

ら活用している実験

施設の補修に取り組

む。 

また、保有資産の

必要性についても不

断に見直しを行う。 

き、保有する個人情報を

適正に管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

５．施設・設備の整備及

び管理等に関する事項 

研究ニーズの変化及

び実験施設の老朽化に

対応するため、中長期目

標期間中に別表４に掲

げる施設を整備・改修す

る。その際、ハード面の

ほか、デジタル技術も活

用した研究手法の充実

も視野に入れることとす

る。また、既存の施設・

設備を適切に維持管理

していくため、必要な経

費の確保に努めるととも

に、効率的に施設を運営

する。また、保有資産の

必要性についても不断

に見直しを行う。 

 

６．積立金の処分に関す

る事項 

 前中長期目標期間繰

越積立金は、前中長期

目標期間中に自己収入

財源で取得し、研究所の

当中長期目標期間へ繰

り越した有形固定資産の

減価償却に要する費用

等に充当する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）施設・設備の整備及び管理等に関する事

項 

研究ニーズの変化及び実験施設の老朽化に

対応するため、別表４に掲げる施設を整備・改

修する。その際、ハード面のほか、デジタル技

術も活用した研究手法の充実も視野に入れる

こととする。また、既存の施設・設備を適切に

維持管理していくため、必要な経費の確保に

努めるとともに、効率的に施設を運営する。加

えて、保有資産の必要性についても不断に見

直しを行う。 

本年度は、財産保険契約の見直しについて具

体的な検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．施設・設備の整備及び管理等に関する

事項 

施設・設備の整備及び管理等について

は、施設整備費補助金により実施すると

ともに、既存の施設・設備の適切な維持

管理のため、自己収入による財源の確保

に努めている。 

また、効率的な施設の運営のための具体

的な取り組みとして、円滑な使用・管理・

運営のために主要研究施設の必要なメン

テナンス等を行うことにより適切な維持管

理を実施するとともに、研究所の研究活

動に影響を及ぼさない範囲における外部

利用の実施を行った。 

さらに、保有資産の必要性の見直しを進

めるため、保有施設に関して毎年度使用

状況調査を実施し、必要に応じて減損を

認識することとした。 

令和 7年度は、財産保険契約の補償対

象事故および補償対象物の抜本的な見

直しを実施した。これにより令和 8年度の

財産保険の契約金額が令和 7年度比

7.46%減となり、着実な経費の抑制が図ら

れた。 
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４．その他参考情報 

特になし 


